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第４章 構造的失業と失業期間－フローデータによる分析－* 
中村二朗（東京都立大学）   
佐倉 環（国民経済研究協会） 

 
１．はじめに 

 失業率のトレンド的な上昇に対応して、どのようなタイプが失業しているのか、という失

業構造が注目されるようになってきた。特に、短期的な景気拡大策では対応できないとされ

る構造的失業率の水準に対する関心が高まっている。最近の労働白書においても構造的失業

率の推計が行われており、短期的には吸収できないような失業者が増加していることが示唆

されている。 
しかし、ＵＶ分析による失業構造の分析に関しては、これまでにも多くの批判がなされて

いる。ＵＶ分析だけでなく NAIRUなどのマクロ経済的視点からも分析が行われているが、
それらの結果は必ずしも整合的とは言えない。需要の増加によっても短期的には吸収されな

い失業者がどの程度存在しているのか、傾向的に拡大しているのかいないのかは今後の雇用

政策の方向性を判断する上で不可欠である。しかしながら、必ずしも統一的な実証的結果が

得られていない。 
一方で、従来あまり使用されてこなかったフローデータを用いた失業構造の分析が、太田

（2002）、黒田（2002）などによって最近行われるようになっている（１。多くの問題がある

にしろ、労働白書などで示されたフローデータの最近の推移は傾向的な特徴を示しており、

失業構造を分析する上で貴重な情報を提供するものと考えられる。 
この論文では中村（2003）で構築したモデルを用いて失業構造を失業（求職）期間という
観点から分析することを試みる。具体的にフローデータを用いて異なった能力を持った失業

者の再就職や労働市場から離脱するまでの失業（求職）期間を計測することにより、その期

間が労働市場の需給動向とどのように関連しているか幾つかのシミュレーション実験によっ

て把握しようとするものである。 

 
２．最近の失業率の推移と失業構造 

図 1は、1960年代から最近までの GDP成長率と失業率の関係を描いたものである。短期
的な景気循環に対応して失業率の変動はあるもののトレンド的な上昇傾向が見られる。特に、

最近の失業率の上昇が若年層や高齢層の失業者の増加と強く関係していることは言うまでも

ない。 
図 2は、男子年齢別失業者数の構成比を時系列的に見たものであるが、人口構成の変化に

伴う高齢者の増加だけでなく、若年層も最近になって増加してきている。このような変化が

トレンド的な失業率の上昇に大きく寄与していることは間違いない。また、失業期間が長い

と予想される高齢失業者の増加は失業の履歴効果を益々顕著なものにする可能性がある。 
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図１．成長率と失業率の長期的推移
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図２．年齢別失業者構成比の推移

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

19
70
年
1月

19
71
年
1月

19
72
年
1月

19
73
年
1月

19
74
年
1月

19
75
年
1月

19
76
年
1月

19
77
年
1月

19
78
年
1月

19
79
年
1月

19
80
年
1月

19
81
年
1月

19
82
年
1月

19
83
年
1月

19
84
年
1月

19
85
年
1月

19
86
年
1月

19
87
年
1月

19
88
年
1月

19
89
年
1月

19
90
年
1月

19
91
年
1月

19
92
年
1月

19
93
年
1月

19
94
年
1月

19
95
年
1月

19
96
年
1月

19
97
年
1月

19
98
年
1月

19
99
年
1月

20
00
年
1月

20
01
年
1月

比
率

１５－３４歳 ３５－４４歳 ４５－５９歳 ６０歳以上
 

 
UV 曲線の議論からすれば、よりマッチングの難しい失業者が増加することにより、構造

的失業を増加させていることが考えられる。UV 曲線から構造的失業を導出する試みは水野
（1982、1992）、日本経済調査会（1985）や最近の労働白書などで既に行なわれている。ま
た、図 3の U-V曲線のプロットからは、90年代以降構造的失業が拡大しつつあることを窺
わせている。労働白書の計測によれば、90年代に入って構造的失業は増加を続けており UV
曲線の上方シフトを示唆している。しかし、UV 曲線の計測に対しては多くの批判があり、
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最近行われた労働白書の分析でもそれらに応えたものとはなっていない。 
例えば、 
1) 同時性に対する問題に対応していない。 
2) 2 期間に分けて UV 曲線を推定しており、UV 曲線のシフト要因を組み込んでいない。
したがって、U=Vとなる失業率の変化が UV曲線のシフトのためななのか、それとも
構造変化なのか区別ができない。 

3) 後期においては、多くのサンプルが原点からの 45度線より右上方（供給超過の状態）
にあり、UV 曲線の関数型の違いにより４５度線との交点の位置が大きく異なる可能
性がある。 

などである。また、欠員率等の利用データに関する整合性の問題についても十分な検討が行

なわれているとは言えない。さらに、UV分析における U=Vとなる失業率は構造的失業と摩
擦的失業の合計であり、両者の性格が大きく異なっているが、それを区分することができな

い、という問題も生じる。 

 

図３．UV曲線（1968～2002年）
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NAIRU と UV 分析の大きな相違は、NAIRU が賃金調整も含んだ議論であるのに対し、

UV 分析では明示的に賃金調整を扱っていないということである。超過供給や超過需要の下
では必ずそれらを調整するように賃金が変動することになる。そもそも賃金が瞬時に弾力的

に調整されるという想定の下では「構造的失業」という概念は存在しなくなる（他の労働条

件や労働者に求められる能力なども賃金と共に調整される必要があるが）。したがって、賃金
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調整のあり方が失業率や欠員率の動向に影響を与えるとすれば、賃金調整のあり方が変われ

ば、Uと Vの関係も変化することになる。従来のフィリップス曲線の下方硬直性の議論にみ
られるように、一般的に賃金調整は景気下降局面で下方硬直的になる性質を持っている。わ

が国でもバブル経済崩壊後は失業率の変動に比して賃金調整は硬直的になっている、と言わ

れている（2。 
このような状況を踏まえれば、(3)で示したように賃金が下方硬直的であるような時期だけ

を扱ったサンプルで UV曲線を計測することは大きなバイアスをもたらす事が想定される。 
ちなみに以下で簡単な UV 曲線を用いて幾つかの検討を行なってみよう。表 1 は、1968

年から 2002 年までの年データを用いて下記の UV 曲線を推定した結果を整理したものであ
る。 

Log（雇用失業率）＝α＋βlog（欠員率－1）＋γ（シフト要因－１） 

欠員率は労働白書と同様に職業安定業務統計より作成したものであり、シフト要因として

は、サービス産業比率や失業者における５５歳以上構成比を用いている。表 1－(1)はシフト
要因を含めない推定結果を、(2)はシフト要因としてサービス産業従業者構成比を導入したケ
ースを、(3)は同様に失業者に占める 55歳以上失業者構成比を用いたケースを、(4)はサービ
ス産業従業者構成比と 55歳以上失業者構成比の両方を用いたケース示している。 
ここで、注意しなければいけないことはシフト要因を導入するかどうかでβの値が大きく

異なること、計測期間を変化させることにより一部のパラメータ値が大きく変化することで

ある。この点は先に示した UV曲線を計測する上での問題点が現れていると判断することが
できる。 
ちなみに、(2)の結果を用いて構造的失業率（摩擦的失業率を含む）を計算すると、図 4

のようになり、最近の失業率の 7割以上が構造的失業率と摩擦的失業率で占められているこ
とになる。当然のこととして、比較的最近だけのサンプルだけで推定された結果を用いれば、

上述したようにパラメータ値がかなり異なってくるため構造的失業率の値も違ったものとな

る。 
以上のことから、UV 曲線を用いた失業構造の把握には多くの困難が伴うこと、そのこと

によるバイアスを回避するのはかなり難しい作業であることが確認できた。次節では、若干

異なった視点から失業構造の把握を試みる。フローデータを用いて失業期間に対象を絞って

失業構造の変化を把握することを試みる。しかし、周知のようにフローデータにもデータ固

有の問題点が幾つか存在する。また、公表されたフローデータからは各フローでの失業期間

を知ることはできない。ここでは、中村（2003）で試行的に作成したフローデータを用いた
モデルを一部修正することにより、U＝V となるような状況の下で、各失業グループの失業
（求職）期間の分布が時点間でどのように変化しているか検討する。 
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表１．ＵＶ曲線の推定結果 

    欠員率 
第３次産業就

業者比率 

高齢者（55 歳以

上）失業者比率
R2 DW 

1 A -1.04     0.50 0.33 

 （69-02） ( -5.78 )         

 B -0.81     0.69 0.79 

 （69-85） ( -6.07 )         

 C -1.04     0.39 0.28 

 （86-02） ( -3.37 )         

2 A -0.49 0.05   0.86 0.48 

 （69-02） ( -4.47 ) ( 9.36 )        

 B -0.26 0.06   0.93 1.62 

 （69-85） ( -2.60 ) ( 6.95 )        

 C -0.67 0.08   0.82 0.58 

 （86-02） ( -3.81 ) ( 6.16 )        

3 A -0.52   0.07 0.71 0.46 

 （69-02） ( -3.05 )   ( 4.89 )      

 B -0.43   0.05 0.82 1.24 

 （69-85） ( -2.83 )   ( 3.45 )      

 C -0.88   0.09 0.41 0.40 

 （86-02） ( -2.66 )   ( 1.22 )      

4 A -0.55 0.06 -0.03 0.87 0.58 

 （69-02） ( -4.78 ) ( 6.28 )  ( -1.47 )     

 B -0.28 0.08 -0.03 0.93 2.02 

 （69-85） ( -2.78 ) ( 4.81 )  ( -1.41 )     

 C -0.54 0.08 0.08 0.86 1.12 

  （86-02） ( -3.20 ) ( 6.80 )  ( 2.16 )      

(    )は t 値 
 

図４．失業率の推移
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３．フローデータを用いた失業期間の分析 

中村（2003）においてフローデータを用いて異なった年齢層に関する失業構造を分析する
モデルを構築した。以下では、それを一部修正したモデルを用いて失業期間に関する分析を

試みる。 
使用するモデルを簡単に説明しよう。今､３つの状態（非労働力（N）、就業（E）、失業（U））

からの各々の t－1 期から t 期への状態間の移動を、NN、NU、NE、UN、UU、UE、EN、
EU、EEとし、その推移確率を小文字で表すことにしよう。したがって、フローデータより、
Ut-1→Ut となる推移確率を uutとすれば、uuｔ＝Pr(Ut-1→Ut) となり、(Ut-1→Ut)／Ut-1と

して計算される。説明を簡単にするために Pr(Ut-1→Ｎt)＝０だと仮定すれば、1－uut＝Pr
（Ut-1→Et）となる。 
以上の推移確率は、Ut-1 に含まれる様々な失業者の平均的な値として定義されている。転

職行動に関するこれまでの分析（中村（2001）などを参照）によれば、失業（求職）期間と
転職率の間には有意な負の関係があるとされている。つまり、失業期間が長くなるほど、良

好な転職先を見つけることが難しくなってくることを示唆している。このことは逆に企業に

とって望ましい失業者ほど失業（求職）期間が短くなる傾向を示すものであり、結果として

長期間の失業者は相対的に企業の望む技能を身に付けていない、などのことが考えられる。 
ここで、次の二つの仮定を導入する。 

 
A t期に新たに失業者となったグループは企業が望む能力（Z）に関して特定の分布 Ftに従

う。 
B 分布 Ftにおいて能力の高い失業者ほど転職できる確率は高く、それは関数 
    G(Z、Xｔ)   Ｇ’z>0、Ｇ’x>0 
  で表せるとする。ここで、Xtは t期において転職のし易さに影響を与える変数を示す。 

 
 この二つの仮定の下では､t期に新たに失業者となった者の能力は分布 Fに依存し、その中
で能力の高い者ほど関数 G に依存して相対的に容易に就業していくことになる。t 期に新た
に発生した失業者を U(0)tとすると（カッコ内の数字は失業期間を示す）、 

   U(0)t＝∫Ft(Z)ｄZ 

であり、その中でｔ＋１期に就業できる者は 

   U(0)t→Et+1＝∫G(Z、Xt)・Ft(Z)ｄZ 

となる。t＋1期にも失業に留まる者は 

   U(0)t→Ut+1＝U(1)t+1＝∫(1－G(Z、Xt))・Ft(Z)ｄZ 
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となる。t＋2期目にも失業者で留まるものは、 

   U(2)t+2＝∫(1－G(Z、Xt))・(1－G(Z、Xt+1))・Ft(Z)ｄZ 

となる。ここで、t＋n期に失業者として留まっている者は、 

   U(ｎ)t+n＝∫Πi(1－G(Z、Xt＋i－1))・Ft(Z)ｄZ  A-1 

となる。同様に、t＋n期に就業できるものは 

   U(n－1)t+n－1→Et+n＝∫G(Z、Xt＋i－１)・Πi(1－G(Z、Xt＋i－2))・Ft(Z)ｄZ  A-2 

となる。 
 以上の U(i)の能力に関する分布はｉの増加と共に左側にモードが移動することになる。こ
のことは、失業期間の長い失業者グループは平均的に転職できる確率が小さくなることを示

している。このような現象は中村（2001）などの転職行動を実証的に分析した結果と整合的
である。 
以上の仮定の下では、Ut＝ΣiU(i)tであり、Utの中には異なる失業期間の失業者が混在し、

失業期間によって推移確率が異なることになる。したがって、失業期間ごとに推移確率は条

件付確率となり、α(i)ｔ＝Pr(Ut-1→Ut|U(i))となる。ここで実際に観察される推移確率との
関係は、 

   uut＝Pr(Ut-1→Ut) ＝Σi（（U(i) t-1/ΣU(i)t-1）・α(i)t）   A-3 

である。 
 観察されるフローデータからは、直接的にα(i)t を求めることはできない。また、Ft(Z)や
G（Z,Xt）も対応するデータが利用できないため直接的に推定することは不可能である。し

かしながら、他の関連情報を用いることにより、比較的整合的かつ現実妥当性の高い関数形

に特定化することは可能である。さらに幾つかの制約条件を課すことにより観察されたフロ

ーデータと整合的になるように U(i)tやα(i)tを導出することは可能である。そのような作業

が可能ならば､各期の失業者数（Ut）と同数の需要が発生した時に、ある一定以上の失業期

間を経なければ就業できない失業者数をモデルのシミュレーションによって導出することが

可能となる。 

 
モデルの解法 
 フローデータより、以下の推移確率が計算できる。 

1) t期における新たな失業フローへの参入確率 
  Pr(Ｅt-1→Ut)  U－1 
  Pr(Ｎt-1→Ut)  U－2 
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2) t期における継続失業確率 
  Pr(Ut-1→Ut)  U－3 
3) t期における失業からの離脱確率 
  Pr(Ut-1→Ｅt)  U－4   
  Pr(Ut-1→Ｎt)  U－5 

 
 モデルでは、（U－1）および（U－2）式を外生とし、（U－3）から（U－5）式を内生的に
解くことになる。（U－3）と（U－4）の内生化の方法は先に述べた関数 F および G の導入
によって行われる。（U－5）については、（U－3）を導出する過程において一定期間以上失
業（求職）者であっても就業できなかった者は、その期間を過ぎると労働市場から離脱する、

という仮定の下で（U－3）と（U－4）の内生化と同時に決定される。 
 就業確率関数 G はロジステック関数で特定化する。パラメータ値の設定に関しては、t 期
における各失業スペルの平均値である（U－4）を被説明変数とする回帰式を推定し、そこか
ら得られる係数値を制約として G関数のパラメータ値の初期値を設定する（詳細は後述）。 
 次に、想定される各期に発生する失業者が全て求職活動をするようになった時期（T）よ
り、各期において新たに失業者となったフローについて設定された F と G を用いて A-1 お
よび A－2を計算する。その後は A-3を含め通常の推移確率に関する制約が成り立つように
解を導出する。最終的には、U－3と U－4について理論値と観察値の乖離が最も小さくなる
ように G 関数およびモデルに組み込まれた関数のパラメータ値を修正するという収束計算

を行う。以上の手続きによって実際のフローデータの推移と最も乖離が少なくなるようなパ

ラメータ値を得ることができる。 
 

４．具体的な作業手順 

失業者の質（能力）を年齢のみの関数として扱う。これは、現状では失業者数を年齢以外

の要因でコントロールした月次データが得られないことによる。本来は、年齢以外に学歴、

失業前の職種、経験年数、資格の有無などの要因が考えられるが今回の分析では、それらの

要因は考慮されていない。年齢別の失業者数については、4 つの年齢区分に統合して用いて
いる。4区分は、15-34歳層、35-44歳層、45-59歳層、60歳以上である。また、今回の分
析は試行的なものであり、男子失業者にのみ対象を絞って分析を行った。 
このようにして得られた男子年齢別失業者数は、各期においてモデル内で決定される異な

った失業期間について合計した年齢別失業者数に一致しなければならない。また、関数形 Ft
についても同様にｔ時点で発生した年齢別失業者に関する分布を示すことになる。今回の作

業では各時点での直近における２年（24ヶ月）間の年齢別失業者構成比数の平均値を用いて、
その分布型を外生的に与えることにする。以上の仮定より各期の新たな失業者の年齢構成は

図２の比率にほぼ対応したものとなる。なお、年齢計の発生総数は、時点によらず一定値で
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固定した。15-34歳層の構成比は 80年代後半まで低下し続けるが、その後上昇し、90年代
には横這いとなっている。35-44歳層の構成比は、80年代まではほぼ横這いであるが、その
後は傾向的に低下している。45-59 歳層の構成比は 80 年代後半まで上昇するが、その後バ
ブル経済崩壊と共に低下するが、最近になってまた上昇傾向が見られる。60歳以上の構成比
は高齢化に対応して一貫して上昇している。 
能力を表す指標として年齢を用いたことにより関数Ｇについても年齢別の就業確率の差異

を把握できるものを考えなければならない。いま、年齢別失業者の各期における就業確率Ｐ

r(UEjt)は、 

Ｐr(UEjt)＝EXP(αj＋βEVt)／(１＋EXP(αj＋βEVt))   j=1,..4 

で表せると仮定する。ここで、EVtはｔ期の市場条件であり、データとしては t-1 期の有効
求人倍率を用いている。添え字ｊは、年齢階層を示す。推定は、ロジステック変換をした線

形回帰モデルで行うが、攪乱項が不均一分散となるため、GLSを用いて行った。   

 
    表２．就業確率関数の推定結果 

 説明変数         係数値   ｔ値  

 定数項  0.167245  0.21 

 １期前有効求人倍率      0.313720  3.89 

 15-34歳失業者比率     -1.87301 2.06 

 45-59歳失業者比率 -2.38432  1.80 

 60歳以上失業者比率   -4.59807 5.79  

 標本数      33    

  推定期間：1969-2001年、推定方法：GLS 

 
実際の推定は、年データを用いて各期の ue をロジステック変換したものを被説明変数と

し、前期の有効求人倍率、年齢に関する変数を説明変数とする式 

α0＋ΣαjRUj＋βEVt    j=1,3,4 

である。推定結果を表２に示す(3。35-44 歳層が最も就業確率が高く、逆に、60 歳以上では
最も低くなっている。 

 
以上のＦおよびＧ関数をモデルに導入し以下でモデルの解を求め、その解を用いて各期の

失業者数と同数の需要が与えられたときの失業フローについてシミュレーション実験を行う。 
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モデルの収束条件 
モデルの収束に関しては、各期の失業者数および UE とそれら理論値の平均絶対誤差率の
合計が最も小さくなるように、最終的に同一時点で発生した全ての失業者が労働市場から退

出する期間（同一時点で発生した失業者が全てＵＮとなる時期（最大求職期間））と unに関
するパラメータ値を内生的に決定するような収束計算を行う。 
推移確率 uｎは、それを求職期間の関数とし、最長求職期間＝NTjの時に、Pr(UN)＝１と
なるようにパラメータ値を設定する。実際には、Pr(UN)＝a（求職期間）ｂとし、求職期間

が NTjとなるときに uu＝１となるように a の値を与えている。その際、年齢別の就業確率
の逆数（期待求職月数）が、年齢間でＧ関数の結果と整合的になるように年齢間の最大求職

期間を設定する。 
具体的な手順は図 5 の通りである。図 5 では、UU(i,t,j)という記号を用いて、以上の手順
を示している。UU は各期の失業フローであり、ｉは失業者となった時期を、ｔは失業期間
を、ｊは失業者の能力を示している。例えば、UU(i,0,j)は、ｊという能力を持った労働者が
ｉ期に失業となり、その時点での失業期間は０であることを示している。i+1期においても、
この失業者が失業を継続していれば、UU(i+1,1,j)となる。UN(i,j)、UE(i,j)は、各々、ｊとい
う能力を持つ失業者がｉ期に非労働力、就業者へと移動した者を示している。 

図５．モデル解法の手順 

 

       ＵＮ(i+1,j)   ＵＮ(i+2,j)   ＵＮ(i+3,j)       ＵＥ(i+NTj,j)＋ＵＮ(i+NTj,j) 

       ＵＥ(i+1,j)   ＵＥ(i+2,j)     ＵＥ(i+3,j)                ↑ 

ＵＵ(i,０,j)→ＵＵ(i+1,１,j)→ＵＵ(i+2,２,j)→ＵＵ(i+3,３,j)・・ →ＵＵ(i+NTj,NTj,j) 

 

               ＵＮ(i+2,j)     ＵＮ(i+3,j)     ＵＥ(i+1+NTj,j)＋ＵＮ(i+1+NTj,j) 

               ＵＥ(i+2,j)     ＵＥ(i+3,j)                ↑ 

       ＵＵ(i+1,０,j)→ＵＵ(i+2,１,j)→ＵＵ(i+3,２,j)・・ →ＵＵ(i+1+NTj,NTj,j)  

 

                              ＵＮ(i+3,j) ＵＮ(i+4,j)   ＵＥ(i+2+NTj,j)＋ＵＮ(i+2+NTj,j)

                       ＵＥ(i+3,j) ＵＥ(i+4,j)                ↑ 

               ＵＵ(i+2,０,j)→ＵＵ(i+3,１,j)→ＵＵ(i+4,２,j)・・ →ＵＵ(i+2+NTj,NTj,j)  

 

                                                   ↓ 

      ・ＵＵ(i+3)＝Σj（ＵＵ(i+3,３,j)＋ＵＵ(i+3,２,j)＋ＵＵ(i+3,１,j)） 

 

注：ＵＵ(i,t,j)、ｉ：失業者となった時期、ｔ：失業期間、ｊ：失業者の能力 

NTはｊ毎および失業発生時毎に異なる。 

  
図では、i+3期に様々な失業期間を持つ失業者が全て揃うと想定している。i+3期に、各能
力別失業者について失業期間別の失業者を全て足し合わせたものが、その期の継続失業者数

（この期に失業者となった者は除く）となる。したがって、i+3 期の継続失業者数 UU(i+3)
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は、 

   UU(i+3)＝Σj(UU(i+3,3,j)＋UU(i+3,2,j)＋UU(i+3,1,j)) 

となる。この値は,フローデータの各期における UUの値に対応する。また、各期に発生した
失業者はNTj期間後に就業者になるか非労働力化するかによってくまなく配分されることに

なる。 

 
モデルの解 
モデルは、70年１月を初期時点とし、2001年 12月まで動かしている(4。また、収束条件

の判定は、1984年 12月から 2001年 12月までの期間について行った(5。各期の継続失業者

数の平均絶対誤差率は 7.5%である。まだ、モデルが試行段階のため継続失業者数以外のフロ
ー変数については必ずしも現実妥当性は高くないが、平均絶対誤差率で見て 10％前後の説明
力を維持している。以下では継続失業者数の結果に焦点を絞って説明を行う（６。 
継続失業者数の各期の実績値と理論値の誤差率を図 6に示す。この図から分かるように、
前半の期間では過大推計に、後半の期間では過小推計になっている。特にバブル崩壊直後に

は大幅な過大推計となっており急激な景気低迷による影響をモデル内で把握できていない。

これは、就業確率が市場要因（有効求人倍率）のみによって決まるという仮定が影響してい

ると考えられる。他の変数（例えば賃金変化率）を導入することなどにより急激な景気変換

点に対応できるように工夫する余地が残されている。 

 

図６．理論値と実績の乖離率（失業者数）
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シミュレーション 
以上のように解かれた数値を下に、失業期間に関するシミュレーション実験を行う。実験

を行う前に、失業期間について標準解を詳細に検討しておこう。 
図 7は、各期における失業期間別（３ヶ月以上、６ヶ月以上、12ヶ月以上）構成比を計算
したものをプロットしたものである。バブル期までは趨勢的に各期間の構成比は上昇してい

る。これは年齢構成などの変化によるトレンドが影響しているものと考えられる。その後、

バブル経済の影響により 1-2年は低下するがバブル経済崩壊の効果によってまた上昇に転じ
る。一時的に 97 年以降数値は減少するが傾向として横這い、もしくは上昇傾向にあると判
断できる。 
年齢別失業期間の構成比の変化を３ヶ月以上についてみると、15-34 歳層では同期間内に

30％から 43％の範囲で大きく変動する。これは、この年代層の就業機会が労働市場の需給環
境に大きく依存するためと考えられる。35-44 歳層では 3-5％と比率も変動も小さくなって
おり、景気循環などに伴う失業率、失業期間とも安定した推移を示していることと対応して

いる。45-59 歳層では、48-56％と変動は少ないものの 15-34 歳層に比べて構成比は大きく
なっている。60歳以上では、84-88％と高い水準で推移している。 

 

図７．失業期間別失業者構成比の推移
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以上の失業期間に関する標準解に対して U=V となったときの効果をシミュレーション実
験によって確認してみよう。以下では二つのシミュレーションを行う。 

(1) 他の条件を標準解と同一として U=V（求人倍率が１）となったときの効果 
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(2) (1)において、新たに発生する失業者の年齢構成が固定されたときの効果 
 図２で示したように最近になって 60歳以上の高齢者の失業割合が増加している。70年代
から 90年代にかけて 60歳代の失業者全体に占める比率は約 10％（70年台前半）から約 20％
（90年台後半）と 10ポイントも増加している。年齢別の就業確率は表 2の推定結果から分
かるように 60 歳以上の失業者の就業確率は他の年齢層に比べてかなり低くなっている。ま
た、この層が失業者として留まる期間（求職期間）も相対的に長く、全体の失業者数増加に

大きな影響を与えていることが考えられる。 
 シミュレーション(2)では、このような年齢別失業者数の構成比の変化がどの程度全体の失
業期間の変化に影響を与えているか検討する。 
(1) 他の条件を標準解と同一として U=V（求人倍率が 1）となったときの効果 
バブル経済崩壊後の失業率の上昇に伴って、構造的失業や NAIRU などに関する議論が多
く行われるようになった。これは、短期的な雇用政策による失業抑制（減少）効果を判断す

るという観点からのものであることは言うまでもない。UV 分析や NAIRU などの測定には
多くの批判があるものの、構造的失業はバブル経済崩壊後徐々に拡大してきていることが指

摘されている。また、中村（2002）などのマッチング関数に関する分析においても最近にな
ってマッチング効率が低下してきていることが示唆されている。 
ここでは、フローデータから、ほぼ同じような視点で構造的失業がどの程度増加してきて

いるか検討する。具体的な方法は、有効求人倍率（EV）が１（求人数＝求職数）となるよう
な失業者数を求め、一定の求職（失業）期間を経過しても、まだ就職できない失業者を求め

る、というものである。 
図 8は、各期の失業者数の標準解との乖離率をグラフにしたものである。最初に年齢計を
みてみよう。バブル期には７％ほどシミュレーション値のほうが上昇するが、それ以外の時

期では概ね 4-6％ほど減少する。このことは、U=Vと想定してもそれほど失業者数が減少し
ないことを意味する。UV分析による構造的失業率が（全体の失業率が 5％程度の時）２-３％
だとすれば、全体の失業者数の半数近くが需要不足失業と言うことになる。しかし、UV 分
析では需要拡大に伴って新たに発生する失業者数が減少することを想定しているが、ここで

用いたシミュレーションでは新たに発生する失業者数（NUｔ+EUｔ）は固定されており、そ

のような状況でも 5％前後失業者数が低下するということは注目に値する。 
次に年齢別の乖離率を検討しよう。60歳以上はほとんど影響を受けていない。これは、こ
の年齢層では元々就業確率が低く、市場全体で U=V となってもそれほど就業確率が上昇し
ないためと考えられる。一方、他の年齢層は標準解に比べてかなり影響を受ける。15-34 歳
層ではバブル経済崩壊後、10％以上の低下を示している。しかし、高齢化の進展などにより
最も需要拡大による効果の小さな高齢者の失業者数がトレンド的に増加しており、全体の減

少は先に検討したように小幅なものとなっている。 
では、失業（求職）期間はどうだろうか。図 9は、各失業期間（3ヶ月、6ヶ月、12ヶ月） 
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図８．実験１（U=V）と標準解との乖離率（失業者数）
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図９．失業期間別構成比の標準解との差
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以上失業している者の構成比について標準解との差を示したものである。予想されるように

３ヶ月以上の構成比はバブル経済期には拡大し、それ以外の時期には縮小する。しかし、そ

の数値はそれほど大きなものではない。これは、図 8で全体の失業者数の変動がそれほど大
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きなものとはなっていないことと対応している。6ヶ月以上、12ヶ月以上の構成比は必ずし
も３ヶ月以上の数値とは対応しない。これは、U=Vとしても吸収される失業者は相対的に失
業期間の短い者が多く、結果として失業期間の長い失業者の構成比が増加するという理由が

考えられる。 
以上の結論から、ここで用いた失業者のグループにおいては、特定のグループ（特に高齢

者）の比率がトレンド的に高くなっており、そのことが U=V としたときの効果を低めてい
る可能性がある。以下では、失業者の年齢構成をコントロールしたシミュレーションを行っ

てみよう。 
(2) (1)において、新たに発生する失業者の年齢構成が固定されたときの効果 
ここで、U=Vとすると共に、新たに発生する失業者の年齢構成が１９９２年２月時点に固
定された場合の効果を見てみよう。図 10 は、標準解からの乖離率を年齢計と年齢別に示し
たものである。1991 年までは図 8 と同じ数値である。年齢計でみるとバブル経済崩壊後に
は 10％近くまで低下する。図 8 では 5％程度であったことと比べると U=V となる効果が拡
大していることが分かる。このことは、最近の高齢化や中高年を狙い撃ちしたリストラによ

る失業者の年齢構成の変化が長期的失業者（構造的失業）を拡大し、そのことが短期的需要

不足失業を相対的に減少させている可能性を示唆している。年齢別の動きでは、35-44 歳層
と 60 歳以上層が図 8 の動向と大きく異なっている。これは、新たに発生する失業者の年齢
構成が変化したことが原因である。 

 

図10．実験２における標準解との乖離率（失業者数）
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次に失業期間別構成比に与える影響を検討しよう（図 11参照）。失業者数の減少に対応し
て 3ヶ月以上の構成比の減少幅は拡大する。図 9では 1ポイント以下の低下でしかなかった
のが 2ポイント近くまで標準解から低下している。これは、相対的に失業期間の短い失業者
が増加したことの効果である。 
以上のように、バブル経済崩壊後の労働市場においては失業者の構成が変化しており、そ

れが失業構造に大きな影響を与えている。ここでの、実験は各時期に発生した失業者数が一

定の下で、その構成が変化するという前提で行われている。UV 分析などから得られる構造
的失業は景気変動などに伴う各期に発生する失業者数の変動の効果も含んだものである。そ

の意味では、U=Vとしたときの効果が小さく出ていたとしても必ずしも構造的失業が大きい
ことを意味しない。そのような下でも、最近の失業者数の増加が短期的な需要不足によるも

のだけでなく長期の失業（求職）期間を必要とする失業者の拡大によって「構造的」な失業

が拡大していることが示唆される。 

 

図11．失業期間別構成比の標準解との差（実験２）
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５．結論に代えて 

UV 曲線とマッチング関数の関係は、これまでにも Petrongolo-Pissarides (2001) らによ
って整理されている。マッチング効率が高まるほど UV曲線から得られる均衡失業率は低下
する。今回用いた就業確率関数は、非常に簡単化した形で表されたマッチング関数であると

みなすことができる。今回の分析では、同一の能力を持った失業者グループにおいてマッチ

ングの構造は不変であると仮定したが、能力の異なった失業者グループの構成比が変化する

ことによって集計量で見たマッチング効率（失業期間）がどのように変化するかシミュレー

ション実験で確認することを試みた。 
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結果として、再就職確率の低い失業グループの構成比が増加することにより平均的な失業

（求職）期間が増加し失業率も上昇することになる。特に、高齢層失業者の就業確率は相対

的に低く、高齢化に伴う高齢失業者の増加は長期間の失業（求職）期間を必要とするグルー

プに属する失業者を拡大し、所謂構造的失業の拡大に結びついていることが示唆された。 
今回用いたモデルは未だ試行段階であり拡充しなければならない点が多々残されている。

特に、失業者の能力分布を内生化する作業、すなわち新規に失業者が発生するメカニズムの

内生化、は失業構造の解明に不可避である。また、就業確率関数も新たな説明変数の導入（例

えば賃金等の弾力性の程度など）や様々な関数形の検討などを行う必要がある。今回報告さ

れた結果は便宜的なものであり、フローデータを用いて政策的なインプリケーションを得る

ためには、より理論的厳密性や現実妥当性を高めることが要請される。しかしながら、ある

程度現実妥当性の高い結果が得られており、フローデータを用いた分析からも十分な情報を

得られる可能性があることを今回の分析から確認できる。フローデータのデータとしての整

合性を高めると共に、理論モデルの拡充を図る必要がある。 
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注一覧 
*)ここで用いたフローデータは、厚生労働省政策統括官付労働政策担当参事官室より提供
を受けた。記して感謝したい。 

 
1) 黒田（2002）などではフローデータから推移確率を導出し、ある仮定の下での均衡失業
率を推計している。この指標がどのような意味を持つのか、また、所謂構造的失業率や

NAIRUとの関係がどのようになっているのかは必ずしも厳密に導出されていない。 
2) 例えば中村（2000）などを参照。 
3) 推定には、産業別就業者構成比なども説明変数として導入したが有意とはならなかった。
これは、失業者の年齢構成と相関が高く多重共腺性が発生しているためと思われる。 

4) 以下で用いるフローデータはストックデータと対応させるために過去 12ヶ月の累積値を
用いている。 

5) 今回のシミュレーションでは、求職期間について平均絶対誤差率が最小になるように各年
齢層とも比例的に変化させている。本来は,年齢毎に異なった変化をさせることが望まし
いが今回は簡便な方法を採用した。 

6) 各年齢層の最長求職期間は全期間平均で各々、8.49期間、3.98期間、12.14期間、48期
間となっている。高齢者グループについては、求職期間の最大値を 48 期間としたため、
その期間に張り付いている。一方、他の年齢層は景気変動に応じて求職期間が変動してい

るが、全体的な順番としては、35-44 歳層、15-34 歳層、45-59 歳層、60 歳以上層とな
っている。以上の数値は、平均求職期間ではなく求職活動する期間の平均的な上限値であ

る。したがって、通常見られる平均求職期間よりはかなり長くなっている。 
 平成 13年『労働力特別調査』より、男子完全失業者について求職（失業）期間別の構
成比を見ると表 3 のようになる。年齢と失業期間をクロスしてみることができないため
明確な判断はできないが、24ヶ月以上の失業者が 18％もいると言うことは、このモデル
から得られた求職期間とそれほど異なっていないことを示唆している。 

 
    表．男子失業期間別完全失業者 
          人数（万人） 比率（％） 
  １ヶ月未満   ２４    １２ 
  1-3ヶ月未満  ３５    １８ 
  3-6ヶ月未満  ３９    １９ 
  6-12ヶ月未満  ３３    １７ 
  12-24ヶ月未満  ２９    １５ 
  24ヶ月以上  ３６    １８   
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第５章 賃金関数、物価関数による NAIRUの計測 
 

１．賃金関数、物価関数による NAIRUの推計について 

 NAIRU の推計には、幾通りかの方法があるが、ここでは、Layard, R.,S.Nickell and 
R.JACKMAN(1991)等に則して、賃金関数と物価関数を推計し、長期均衡状態では期待物価
上昇率と現実の物価上昇率が一致すると仮定して、NAIRUを求めた。この方法は、「平成 2
年版経済白書」、「平成 6 年経済の回顧と課題」、「平成 11 年版労働白書」等で用いられ
た方法である。NAIRU の推計の際には、推計方法、期待物価形成のあり方、許容しうる物

価上昇率の水準、輸入物価や労働生産性の上昇率の想定等により、得られる結果が異なる点、

留意が必要である。 

 上記の中で最新の推計である「平成 11年版労働白書」では、計測期間を 1980年代までに
固定したものと 1990 年代まで延長した場合の 2 ケースについて推計を行っている。長期均
衡時の物価上昇率の想定によるが、NAIRU は 1980 年代までのケースで 2.3～2.6％程度、
1990年代まで含めると 2.6～3.0％程度と推計され、NAIRUが高まっているという結論を出
している。 

 今回は、賃金関数、物価関数とも「平成 11年版労働白書」と同じ定式化を行い、いわば、
労働白書の分析を 2003 年まで延長した場合についての検証を行った。従って、推計に際し
て、関数の体系（変数の種類、定式化（線形か非線形か、失業率等もラグをとるかどうか、

分布ラグの想定、計測期間等））や推計方法の見直しなどは行っていない点、留意が必要で

ある。また、関数について構造変化がみられたかどうか、変数が適切かどうか等、詳細な統

計的検証は今回行っていない。 

 

２．NAIRUの推計方法 

 以下、具体的な推計方法を述べると、 

① 賃金関数W=a0+a1(1/Ｕ)+a2Ｐｅ+a3Ｒ、 
② 物価関数Ｐ＝b0＋b1ＵＬＣ＋b2Ｐｍ+b3Ｐｒ 

変数は全て四半期データで、 

W：名目賃金上昇率（1時間当たり現金給与総額（指数）、事業所規模 30人以上）、前年同
期比（％） 

U：完全失業率、季節調整値（％） 
Pe：期待物価上昇率（分布ラグで代用）、前年同期比（％） 
R：労働生産性（実質 GDP／（就業者数×総実労働時間指数（事業所規模 30 人以上））上

昇率、前年同期比（％） 

P：消費者物価上昇率、総合、前年同期比（％）、消費税要因を調整 
ULC：単位労働コスト（現金給与総額指数（事業所規模 30人以上）×就業者数／実質 GDP）
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上昇率（W－R＝ULCと近似できる）、前年同期比（％） 
Pm：輸入物価上昇率、前年同期比（％） 
Pr：売上高経常利益率変化率、前年同期比（％） 
 なお、実質 GDPの 70年代の数値は 68SNAにより求めた。 
  想定される符号条件は、a1, a2, a3, b1, b2, b3＞0である。 
 関数の計測の際には、Pe、ULC、Pm、Prは「平成 11年版労働白書」（Peはアーモンラ
グ（2次）、ULC、Pm、Prはアーモンラグ（1次））と同じ分布ラグを使用した。 
 

①、②から、長期均衡下（P＝Pe）における失業率の均衡式③が得られ、③において、消費
者物価、労働生産性、輸入物価、売上高経常利益率を各々想定し、NAIRUを算出する。 
 

③（1－b1a1）P＝b0＋b1a0＋b1a1（1／U)＋b1(a3－1）Ｒ＋b2Ｐｍ＋b3Ｐｒ 
より U＝b1a1／（（1－b1a2)P－b0－b1a0－b1(a1－1）R－b2Ｐｍ－b3Pr） 
 

 計測期間は、「平成 11 年版労働白書」にならい、（ⅰ）1972 年 1～3 月～2003 年 10～
12月、（ⅱ）1972年 1～3月～1989年 10～12月の、1970年代を含むケースを基本とする。
さらに、参考として、1980年代以降の期間に限定した、（ⅲ）1980年 1～3月～2003年 10
～12 月、（ⅳ）1980 年 1～3 月から 1989 年 10～12 月、（ⅴ）1990 年 1～3 月～2003 年
10～12月についても推計を行った。 
 NAIRU の推計値については、近年のディスインフレ、デフレ状況を鑑み、想定しうる消

費者物価上昇率を 2％、1％、0％、－1％とした。また、売上高経常利益率の変化率は 0％と
置き、輸入物価上昇率、労働生産性上昇率は、（a)1990年 1～3月～2003年 1～3月の各期
の変化率の単純平均、（b）1980 年 1～3 月～1989 年 1～3 月の各期の変化率の単純平均、
（c）1980 年 1～3 月～2003 年 1～3 月の各期の変化率の単純平均という 3 つの場合を想定
して計算した。なお、消費者物価上昇率（消費税要因を調整）の四半期毎の変化率の単純平

均値は、(a)0.55％、(b)2.44％、(c)1.34％となっている。 
 

３．関数の推計結果 

  関数の推計結果は第 1 表のとおりである。賃金関数については、決定係数が、(ⅰ)、(ⅱ)
は 0.9 程度とかなり高いが、(ⅲ)、(ⅴ)は 0.8 弱と低下し、(ⅳ)は 0.7 弱とさらに低下してい
る。一方、ＤＷ値は（ⅲ）～（ⅴ）の方が 2 に近くなっている。説明変数は、(ⅴ)の期待物
価上昇率、労働生産性上昇率が係数が有意でないが（符号条件はみたす）、その他は、係数

は有意で符号条件をみたしている。また、期待物価上昇率の係数が(ⅰ)、(ⅱ)は 1程度に対し、
(ⅲ)～(ⅴ)は 0.3～0.4程度とかなり小さくなっている。労働生産性上昇率の係数も(ⅲ)～(ⅴ)
ではかなり低くなっている。失業率の逆数の係数は(ⅰ)が低く、(ⅳ)が高くなっている。以上
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を総括すると、賃金関数は、1970年代を計測時期に含めるかどうかで、違いがみられる。ま
た 1980～1989 年では当てはまり度がやや低く、1990～2003 年は失業率以外の変数が有意
でない。 

 
第１表 賃金関数、物価関数の推計 

     ＜参考＞ ＜参考＞ ＜参考＞ 

  （ⅰ）1972 年１～３月 （ⅱ）1972 年１～３月 （ⅲ）1980 年１～３月 （ⅳ）1980 年１～３月 （ⅴ）1990 年１～３月

  ～2003 年 10～12 月 ～1989 年 10～12 月 ～2003 年 10～12 月 ～1989 年 10～12 月 ～2003 年 10～12 月

①賃金関数 係数 t 値 係数 t 値 係数 t 値 係数 t 値 係数 t 値 

a0 -4.21483 -5.4205 -8.2137 -4.782 -4.41853 -7.3537 -6.556 -2.99206 -4.05671 -3.22871

a1 11.8383 4.49171 19.0605 3.73829 17.5309 8.19757 22.0928 3.57448 17.6292 3.58723

a2 1.03 15.52 1.001 11.24 0.3229 3.104 0.2951 2.283 0.4173 1.017

 a2-0 0.69725 9.11195 0.600365 5.45818 0.108694 1.06579 -0.03364 -0.27202 0.554129 2.15414

 a2-1 0.345471 13.8592 0.320202 8.84573 0.086311 2.55345 0.052282 1.15575 0.194288 1.72469

 a2-2 0.099857 4.71267 0.120084 4.69197 0.06425 1.81843 0.098608 2.90256 -0.04105 -0.35122

 a2-3 -0.03959 -1.21071 1.09E-05 0.000255 0.042512 0.855073 0.105337 2.12756 -0.15187 -1.09376

 a2-4 -0.07288 -2.77189 -0.04002 -1.13947 0.021095 0.543021 0.072467 1.82216 -0.13819 -1.33589

a3 0.538095 4.29306 0.614151 3.06841 0.196003 2.51247 0.275664 2.7267 0.052194 0.438519

                      

R2 0.907463   0.908117  0.797559   0.691316   0.78706   

ｓｄ 7.48025   8.46843  2.62914   1.85029   2.72071   

DW 1.42936   1.55252  1.85415   1.72161   2.20666   

                  

②物価関数 係数 t 値 係数 t 値 係数 t 値 係数 t 値 係数 t 値 

b0 1.10214 7.68205 1.24082 4.96578 1.17174 12.0357 2.10208 12.6519 0.763065 6.43972

b1 0.7033 26.99 0.6763 20.08 0.5611 9.826 0.2396 2.745 0.438 5.915

  b1-0 0.234423 26.9907 0.225437 20.0833 0.187048 9.8257 0.079855 2.74548 0.145984 5.91514

  b1-1 0.187538 26.9907 0.180349 20.0833 0.149638 9.8257 0.063884 2.74548 0.116787 5.91514

  b1-2 0.140654 26.9907 0.135262 20.0833 0.112229 9.8257 0.047913 2.74548 0.08759 5.91514

  b1-3 0.093769 26.9907 0.090175 20.0833 0.074819 9.8257 0.031942 2.74548 0.058394 5.91514

  b1-4 0.046885 26.9907 0.045087 20.0833 0.03741 9.8257 0.015971 2.74548 0.029197 5.91514

b2 0.06116 6.951 0.07484 7.2704 0.0653 9.59 0.07862 13.31 0.03584 1.931

  b2-0 0.020388 6.9511 0.024946 7.27038 0.021768 9.5896 0.026208 13.3088 0.011946 1.9314

  b2-1 0.016311 6.9511 0.019957 7.27038 0.017415 9.5896 0.020966 13.3088 0.009557 1.9314

  b2-2 0.012233 6.9511 0.014968 7.27038 0.013086 9.5896 0.015725 13.3088 0.007167 1.9314

  b2-3 0.008155 6.9511 0.009978 7.27038 0.008707 9.5896 0.010483 13.3088 0.004778 1.9314

  b2-4 0.004078 6.9511 0.004989 7.27038 0.004354 9.5896 0.005242 13.3088 0.002389 1.9314

b3 0.04877 6.953 0.06795 7.109 -0.00325 -0.3894 -0.03578 -2.626 -0.01279 -1.305

  b3-0 0.016257 6.95319 0.022651 7.10886 -0.00108 -0.38936 -0.01193 -2.62649 -0.00426 -1.305

  b3-1 0.013005 6.95319 0.018121 7.10886 -0.00087 -0.38936 -0.00954 -2.62649 -0.00341 -1.305

  b3-2 0.009754 6.95319 0.01359 7.10886 -0.00065 -0.38936 -0.00716 -2.62649 -0.00256 -1.305

  b3-3 0.006503 6.95319 0.00906 7.10886 -0.00043 -0.38936 -0.00477 -2.62649 -0.00171 -1.305

  b3-4 0.003251 6.95319 0.00453 7.10886 -0.00022 -0.38936 -0.00239 -2.62649 -0.00085 -1.305

                  

R2 0.92144   0.931037  0.781389   0.914937   0.562925   

ｓｄ 5.03998   5.71695  1.98779   2.26545   1.29171   

DW 0.671961   0.904173  0.315056   0.492593   0.411515   

                      

資料出所 総務省統計局「労働力調査」、「消費者物価指数」、厚生労働省「毎月勤労統計調査」、内閣府「国民経済

計算」、財務省「法人企業統計季報」、日本銀行「企業物価指数」 
（注）賃金関数は、アーモンラグ（２次）、物価関数はアーモンラグ（１次）を使用、R2は自由度修正済み決定係数 
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 物価関数については、決定係数は(ⅰ)、(ⅱ)、(ⅳ)が 0.9強でかなり高いが、(ⅲ)は 0.8弱と
低下し、（ⅴ)は 0.6 弱と低い。ＤＷ値は、各期とも低いが(ⅲ)～(ⅴ)は、特に低い。説明変
数は、売上高経常利益率が（ⅲ)～(ⅴ)では符号条件をみたしていない。また、単位労働コス
ト、輸入物価とも(ⅲ)～(ⅴ)では、係数が小さくなっており、輸入物価のｔ値は(ⅴ)では 2弱
となっている。物価関数も賃金関数同様、1970年代を計測時期に含めるかどうかで、違いが
みられる。特に 1990～2003年は当てはまり度があまりよくない。 
 このように、今回の関数推計の定式化は、やや問題があり、特に、計測時期を 1980 年代
以降のケースは留意点が必要である。 

 

４．NAIRUの推計結果 

  NAIRUの推計結果については、計測結果等を考慮し、(ⅰ)、(ⅱ)及び参考として(ⅲ)を第 2
表に掲載した。消費者物価上昇率の想定を－1％から 2％の範囲とした場合、(ⅱ)1980 年代
までのケースでは、NAIRU の推計値は 2.3～2.8％程度に対して、(ⅰ)1990 年代以降も含め
た場合(1972 年以降）では、NAIRU の推計値は 2.6～3.5％程度と高くなっている。また、
(ⅲ)1980 年以降のケースについては、NAIRU の推計値は 2.4％～6%程度と、結果の幅が広
くなっている。今回の推計結果は、想定する消費者物価上昇率が 2％程度の場合、NAIRUは
2％前半から半ば程度なのに対して、想定する消費者物価上昇率が低くなるにつれ、特に、0
％、－1％という場合、NAIRU の上昇テンポは高まっている。特に参考値とした、1980 年
代以降のケースでは、消費者物価上昇率が 0％で NAIRU約 4％、－1％で約 6％とかなり高
まっている。計測期間 1972～2003 年のケースでも、消費者物価上昇率が 0％で NAIRU 約
3.1％、－1％で約 3.5％となっている。 
  NAIRU の推計結果は、推計方法、変数の想定により差が大きい点、留意する必要がある

が、以上の結果からは 1980年代に比べて、1990年代以降は NAIRUが高まっている可能性
を示唆している。さらに、「平成 11年版労働白書」の推計結果（計測期間 1972年から 1998
年）と比較して、ケース(ⅰ)は、NAIRU の水準が 0.1%程度高くなっている。均衡失業率が
1990年代末以降にも高まったことをうかがわせる。 
   今回の推計結果は、数値の幅はあるものの、構造的・摩擦的失業率の高まりを指摘する労
働白書等の UV分析の結果と同様となった。 
 また、既存の NAIRUの先行研究（推計値に幅が大きい点、留意が必要）と概ね近い水準
となっている（既存の NAIRU の結果の概略は、本報告書の「労働経済白書等、最近の UV
分析を中心とした構造的・摩擦的失業率を巡る議論に関するサーベイ」の章を参照。）     
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第２表 ＮＡＩＲＵの推計結果 

ケース(ⅰ)（計測期間 1972年 1～3月～2003年 10～12月）   
消費者物価上昇率の想定   

  2% 1% 0% -1% 
(a) 1990年１～３月～2003年 10～12月 2.60% 2.84% 3.14% 3.50% 
(b) 1980年１～３月～1989年 10～12月 2.60% 2.84% 3.13% 3.48% 
(c) 1980年１～３月～2003年 10～12月 2.64% 2.89% 3.18% 3.55% 
     
ケース(ⅱ)（計測期間 1972年 1～3月～1989年 10～12月） 

消費者物価上昇率の想定   
  2% 1% 0% -1% 
(a) 1990年１～３月～2003年 10～12月 2.29% 2.43% 2.59% 2.77% 
(b) 1980年１～３月～1989年 10～12月 2.29% 2.43% 2.59% 2.77% 
(c) 1980年１～３月～2003年 10～12月 2.29% 2.43% 2.59% 2.77% 
     
ケース(ⅲ)（計測期間 1980年 1～3月から 2003年 10～12月）＜参考＞ 

消費者物価上昇率の想定   
  2% 1% 0% -1% 
(a) 1990年１～３月～2003年 10～12月 2.44% 3.07% 4.12% 6.28% 
(b) 1980年１～３月～1989年 10～12月 2.38% 2.96% 3.93% 5.84% 
(c) 1980年１～３月～2003年 10～12月 2.42% 3.02% 4.04% 6.09% 

（注）(a)～(c)の輸入物価上昇率、労働生産性上昇率の数値（各四半期毎の変化率の単純平均）は
以下のとおり 

 （単位：％）   
  輸入物価 労働生産性   
(a) 1990年１～３月～2003年 10～12月 -0.91 2.26   
(b) 1980年１～３月～1989年 10～12月 0.63 2.74   
(c) 1980年１～３月～2003年 10～12月 -0.27 2.46   

 

５．今後の課題 

 ここでは、「平成 11年版労働白書」と同様の方法で計測期間を延ばして、NAIRUの再推
計を行った。関数の推計結果の解釈・背景要因も含め、課題は多い。今回は、いわば、NAIRU
分析の現状確認という位置づけである。 

 従来から、NAIRU は、フィリップス曲線の解釈、経済構造との関係、推計結果の安定性

等、様々な点が指摘されており、さらに、現下のディスインフレ、デフレ下での賃金、物価、

失業率の変動をどう関連づけて分析するか、という点が重要であろう。本報告書の time 
varying NAIRUの推計も含め、NAIRUについても UV分析同様、推計方法の工夫等、さら
に検討をしていく必要があろう。 
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第６章 日本における NAIRUの推計 
 
１ NAIRUとは何か 

 厚生労働省労働政策担当参事官室の推計によれば、2003年第Ⅳ四半期の完全失業率 5.07％
のうち構造的・摩擦的失業率は 4.13％となっており、8割以上が構造的・摩擦的失業で占め
られる結果となっている。厚生労働省が試算する構造的・摩擦的失業の指標は、従来より

UV曲線を用いた分析が主であるが、OECDや EUそして欧米のアカデミックな研究で取り
上げられる構造的・摩擦的失業の指標 1としては圧倒的に NAIRU（Non-Accelerating 
Inflation Rate of Unemployment）が多い。本稿の目的は、日本のデータを用いて NAIRU
の推計を行い、NAIRU が構造的・摩擦的失業を示す指標として適切なものかどうか検討す

ることにある。 
 以下では、NAIRUとは何かについて触れることから始める。NAIRUに関する文献は枚挙
に暇がないが、NAIRU という用語を説明ないし紹介している教科書はことのほか少ない。

筆者の知る限り、Mankiwの Macroeconomics (2002)とスティグリッツの『マクロ経済学  
第 2版』(2001)の 2冊だけである。 
 Mankiw(2002)では、短期総供給曲線（the short-run aggregate supply curve）2の階差を

取り、オークンの法則3を用いることにより、以下のような期待修正フィリップス曲線4を導

出している。 

     π＝πe－β（u－uN）＋v ・・・(1)  

 ここで、πはインフレ率、πeは期待インフレ率、u は失業率、uNは自然失業率5、v はオ
イルショックや為替レートの変動等の供給ショックをそれぞれ示している。このように、フ

ィリップス曲線が期待インフレ、循環失業（u－uNを示す）、供給ショックで表される場合、

自然失業率のことを NAIRUと呼ぶとしている(p361)。 
またスティグリッツ(2001)では、「政府が自然失業率以下の水準に失業率を維持しようとす

るならば、インフレ率は上昇しつづけることになる。ひきつづいて生じるインフレ率の上昇

に適応して期待は改定されるので、インフレ率はなおいっそう上昇を続ける。このため現在

では、自然失業率はインフレ非加速的失業率 non-accelerating inflation rate of 
unemployment あるいは略して NAIRU と一般には呼ばれるようになっている。」とある

(p418～419)。いずれにしても、現在では自然失業率のことを NAIRU と呼んでいることが

わかる。 
次に、なぜ NAIRU が構造的・摩擦的失業の代理指標と考えられているのかについて触れ

ることにする。NAIRU を構造的・摩擦的失業ないしは構造的失業の代理指標として推計し

ている例は多いが、実は NAIRU が構造的・摩擦的失業の代理指標となることを説明した文
献は皆無に近い。その中でゴードン(1989)は、「摩擦的失業と構造的失業は、自然失業率を構
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成する。摩擦的失業は、自発的に仕事を辞めたり、初めて労働力人口に参入したり、または

再参入したりする人々の職探しの通常の過程において、発生する。・・・構造的失業は、自然

失業率の第２の構成要素である。それは、欠員が生じた仕事が求める技能や所在地と、失業

者の現在の技能や所在地との間に不一致がある時、発生する。構造的失業は、摩擦的失業よ

り、ずっと長く続く傾向がある。なぜなら、人々が新しく技能を学んだり、新しい所在地に

向かうには、時間がより多く必要だからである。構造的失業は熟練度、所在地、またはその

双方の不一致を伴うので、しばしば、不一致による（mismatch）失業と呼ばれる。(p349)」
と述べている。摩擦的失業は常時経済の中で一定量発生しているし、構造的失業は短期間で

は改善不能な要因ということで、両者は長期的に安定していると考えられる自然失業率

（NAIRU）の構成要素としてカウントされるのであろう。 
本稿における構成は、以下の通りである。次節では、欧米、日本における NAIRU に関す

る研究事例を簡単に紹介し、どの様な手法により NAIRUが計測されているのか簡単にまと
める。3節では、観測期間内で NAIRUの値が変化しないものとして NAIRUの推計を行う。
続く 4 節では、観測期間内で NAIRU の値が変化することを認める可変（Time-Varying）
NAIRUの推計を行う。その際、HP（ホドリック・プレスコット）フィルターを用いた NAIRU
の推計、並びにカルマン・フィルターを用いた NAIRU の推計を行う。最後に簡単なまとめ
を行う。 

 
２ NAIRUの推計モデル 

ここでは、NAIRUの推計モデルについて簡単に触れることにする。 
NAIRU の推計モデルに関しては、大別して２つのパターンが考えられる。一つは構造方

程式モデルによる推計であり、もう一つは誘導形モデルによる推計である。構造方程式モデ

ルとは、賃金関数及び物価関数というミクロの行動方程式を推計し、長期均衡状態では期待

物価上昇率と現実の物価上昇率が等しくなることを想定して NAIRU を求める手法である

（第５章を参照せよ。）。Layard, Nickell and Jackman(1991)を初めとしてヨーロッパの経
済学者が多く用いている分析手法であるといえる。日本でも労働（経済）白書、経済（財政）

白書等白書類にその推計結果がある。 
一方、数の上で多数を占める NAIRU の推計モデルは、誘導形モデルによる推計である。

誘導形モデルはミクロの行動方程式を規定することなく、物価上昇率を期待物価上昇率、循

環失業（失業率－NAIRU）、供給ショックのマクロの関数として定式化し推計するものであ
る。一般的には、Gordon定式化による以下の “triangle model” もしくはその変形バージョ
ンにより推計する場合が多い。 

     πt＝α(L)π-1＋β(L) (ut－utN)＋γ(L)Zt＋εt ・・・(2)  

ここで、πtは物価上昇率を、π-1は前期のインフレ率を、utは失業率を、utNは NAIRU
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を、Zt は供給ショックをそれぞれ示している。また、εt は誤差項を示している。α(L)、β
(L)、γ(L)は多項式ラグをそれぞれ示し、下付ｔは時間を示す。 
誘導形モデルによる NAIRUの推計についてであるが、観測期間中に NAIRUが変動しな

いものとして推計を行う方法（固定 NAIRU）と観測期間中に NAIRUが変動することを認
める方法（可変 NAIRU）の 2つがある。現在では、可変 NAIRUの推計を行う場合が多く、
その推計手法としては、4節で説明するカルマン・フィルターを用いた状態空間モデルによ
る推計手法がほとんどである。カルマン・フィルターを用いた可変 NAIRUの推計は数多く
なされており、それをここで逐一紹介することは差し控えるが、例えば日本における推計例

としては、新見(2003)、廣瀬・鎌田(2002)等がある。また、固定 NAIRUの推計例としては
中村(1999)がある。 

 
３ 固定 NAIRUの推計 

 ここではまず、固定 NAIRU の推計を行う。固定 NAIRU とは、既に説明したように観測
期間内で NAIRUの値が変化しないものとして NAIRUを推計する方法である。 
 (1)式を再掲すると、期待修正フィリップス曲線は以下の式で示される。 

     π＝πe－β(u－uN)＋v ・・・(1)  

既に示したように、πはインフレ率、πeは期待インフレ率、u は失業率、uNは NAIRU、
v はオイルショックや為替レートの変動等の供給ショックをそれぞれ示している。ここで、
期待インフレ率が前期のインフレーションに従うという最も簡単な型を考えると、(1)式は以
下のようになる。 

     π＝π-1－β(u－uN)＋v  ・・・(3) 

 ここで、π-1は前期のインフレ率を示している。観測期間中 NAIRU が変動しないと仮定
すると、βutNは定数項となるため、定数項を含んだ期待修正フィリップス曲線 

     π＝C＋π-1－βu＋v  ・・・(4) 

を推計し、定数項 Cを－βで割ることによって NAIRUの値を推計することができる。以下
では(4)式に基づいて推計を行うが、具体的には以下の式による。 

     π＝α＋π-1－β1 u＋β2 imp＋ε ・・・(5)  

 供給ショックをコントロールするために、輸入物価指数（imp）の変化率を導入して期待
修正フィリップス曲線を推計する。なお、εは誤差項を示す。データとしては、πには消費

者物価上昇率（総務省）、uには失業率（総務省）、vには輸入物価指数6（日本銀行）を用い

て推計を行う。なお、推計期間については、四半期データ及び月次データを使って推計を行
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う。四半期データについては、1977年第Ⅱ四半期から 2003年第Ⅳ四半期を対象とし、月次
データについては 1974年 1月から 2003年 12月を対象として分析を行った7。 
 表 1 は、四半期データを用いて(5)式の推計を行った結果である。β1の値は予想通りマイ

ナスの値を取ってはいるが、標準誤差が大きく、1％水準でも、また 5％水準でも統計的に有
意ではない。切片を示すαも統計的に有意でなく、輸入物価指数の変化率の係数であるβ2

のみ統計的に有意な値となっている。決定係数の値は高いものの(0.94)、そもそもα、β1と

いう係数値自体が有意でないのだから、こうした係数をもとに固定 NAIRU を算出しても意
味をなさない。 
 こうした結果は、月次データを使って(5)式を推計した表 2 についても同様にいえる。α、
β1、β2どの値も統計的に有意ではない。そのため、そもそも固定 NAIRU の算出が意味を
なさないことになる。 
表 1ないしは表 2にみるように、係数値が有意でない結果が生じた原因の一つは、インフ

レ期待を示すπ-1の係数を 1としていることに帰因していると考えられる8。この制約が強い

ために、モデルの当てはまりが悪くなっているものと考えられる。そこで、インフレ期待の

係数が 1という制約を外し、さらに多項式ラグを導入し、モデルの当てはまりを高めること
にする。 

 
表１ (5)式の推計結果（四半期データ） 

Coefficient Std. Error t-Statistic Prob.  

α -0.048031 0.199566 -0.240676 0.8103
β1 -0.00251 0.064247 -0.039064 0.9689

β2 -0.019227 0.005719 -3.362128 0.0011

R-squared 0.940366     Mean dependent var 2.159813
Adjusted R-squared 0.939219     S.D. dependent var 2.652406
S.E. of regression 0.65392     Akaike info criterion 2.015974
Sum squared resid 44.47162     Schwarz criterion 2.090913
Log likelihood -104.8546     Durbin-Watson stat 1.614182  

 
 つまり、以下の式を用いて再度推計を行う。 

     π＝α＋β(L) π-1－γu＋θ(L) imp＋ε ・・・(6) 

  (6)式のβ(L)、θ(L)はそれぞれ多項式ラグを示している9 10。 
 ところで、多項式ラグの設定に当たっては、ラグの長さ、多項式の次数を決定する必要が

ある。本稿では、ラグ、次数のいくつかの組み合わせのうち、AICの値が最も小さな推計式
を掲載する11。結果として、四半期データについては、β(L)、θ(L)ともラグの長さ 4、次数
4の多項式ラグを用いた推計式の AICが最も小さな値となり、月次データについては、β(L)
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の場合ラグ 14、次数 12、θ(L)の場合ラグ 10、次数 6 の多項式ラグを用いた推計式の AIC
が最も小さい値となった。  

 
表２ (5)式の推計結果（月次データ） 

Coefficient Std. Error t-Statistic Prob.  

α -0.121084 0.110505 -1.095734 0.2739

β1 0.023976 0.035478 0.675811 0.4996

β2 -0.002353 0.003508 -0.670679 0.5029

R-squared 0.979963     Mean dependent var 3.133889
Adjusted R-squared 0.979851     S.D. dependent var 5.140117
S.E. of regression 0.729624     Akaike info criterion 2.215723
Sum squared resid 190.0492     Schwarz criterion 2.248107
Log likelihood -395.8301     Durbin-Watson stat 1.618572  

 
表 3 は(6)式の推計結果である。α、γいずれも 1％水準ないしは 5％水準で統計的に有意

であり、γの符号は予想通りマイナスの値を取っている。多項式ラグについては、i がラグ
を示している。0 は現在を示し、1、2、3、4 は現在から見て何期前かを示している。また、
Sum of Lagsはそれぞれのラグの大きさを足し合わせた長期効果を表す。 
 また、表 4 は、(6)式を月次データを用いて推計した結果である。α、γとも 5%水準で統
計的に有意である。四半期データを用いた場合とは、α、γ両係数の値は大きく異なってい

る。四半期データの場合、α、γそれぞれ 0.79、-0.19であるのに対して月次データの場合、
α、γは 0.29、-0.07となっている。四半期データによる推計結果と月次データによる推計
結果の整合性を保つことは重要であるが、本稿では両者の擦り寄せは特に行わず、このまま

分析を続けていく。 
 表 3の推計結果をもとに、四半期データに基づいて固定 NAIRUの算出を行うと、NAIRU
＝0.788465/0.193338＝4.078169 となる。また同様に、月次データに基づいて固定 NAIRU
の算出を行うと、NAIRU＝0.291594/0.072671＝4.012522となる。結局、α、γの値は異な
っていたものの、四半期データを使っても、月次データを使っても固定 NAIRU の値は 4％
程度であることがわかった。 
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表 3 (6)式の推計結果（四半期データ） 

Variable Coefficient Std. Error t-Statistic Prob.  

α 0.788465 0.282477 2.791255 0.0064
γ -0.193338 0.075359 -2.565549 0.0119

R-squared 0.952349 Mean dependent var 1.87767
Adjusted R-squared 0.946589 S.D. dependent var 2.271517
S.E. of regression 0.524964 Akaike info criterion 1.658168
Sum squared resid 25.07848 Schwarz criterion 1.965127
Log likelihood -73.39565 F-statistic 165.3393
Durbin-Watson stat 1.975055 Prob(F-statistic) 0

      Lag Distribution of π-1 i Coefficient Std. Error T-Statistic

      .          *| 0 1.07538 0.09952 10.8051
     *.           | 1 -0.08874 0.1352 -0.65634
      .*          | 2 0.1048 0.13303 0.78783
 *    .           | 3 -0.49303 0.12939 -3.81054
      .  *        | 4 0.27274 0.08546 3.19149

Sum of Lags 0.87115 0.03299 26.4059

      Lag Distribution of imp i Coefficient Std. Error T-Statistic

        . *       | 0 0.00647 0.00916 0.70567
 *      .         | 1 -0.02566 0.01277 -2.00935
   *    .         | 2 -0.01745 0.01326 -1.31619
        .        *| 3 0.03494 0.01335 2.61705
    *   .         | 4 -0.01429 0.0103 -1.38756

Sum of Lags -0.01599 0.00769 -2.08019  
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表４ (5)式の推計結果（月次データ） 

Variable Coefficient Std. Error t-Statistic Prob.  

α 0.291594 0.115183 2.531571 0.0118
γ -0.072671 0.031029 -2.342003 0.0198

R-squared 0.982393 Mean dependent var 2.322543
Adjusted R-squared 0.981251 S.D. dependent var 3.170582
S.E. of regression 0.434133 Akaike info criterion 1.230541
Sum squared resid 61.06479 Schwarz criterion 1.475113
Log likelihood -190.8836 F-statistic 860.8295

Durbin-Watson stat 2.006703 Prob(F-statistic) 0

      Lag Distribution of π-1 i Coefficient Std. Error T-Statistic

      .          *| 0 0.85554 0.05469 15.6438
      . *         | 1 0.09241 0.07214 1.28106
      .*          | 2 0.02412 0.06766 0.35642
      *           | 3 -0.06104 0.05758 -1.05998
      . *         | 4 0.13335 0.04975 2.68047
      *           | 5 -0.00128 0.03606 -0.0356
      *           | 6 -0.04085 0.03478 -1.17445
      *           | 7 -0.00276 0.03796 -0.07272
      *           | 8 -0.02546 0.03217 -0.79153
      .*          | 9 0.0801 0.03485 2.29809
      .*          | 10 0.00763 0.04454 0.17121
 *    .           | 11 -0.43074 0.05058 -8.51635
      .   *       | 12 0.27836 0.05748 4.84306
      *           | 13 -0.01238 0.05961 -0.20773
      .*          | 14 0.0574 0.03959 1.44982

Sum of Lags 0.95439 0.01163 82.0739

      Lag Distribution of imp i Coefficient Std. Error T-Statistic

         . *      | 0 0.00542 0.00674 0.80464
  *      .        | 1 -0.01369 0.00764 -1.79236
         *        | 2 0.00121 0.00369 0.32787
         . *      | 3 0.00481 0.00425 1.13209
       * .        | 4 -0.00404 0.00306 -1.32008
   *     .        | 5 -0.01133 0.00375 -3.02549
     *   .        | 6 -0.00683 0.00312 -2.18879
         .  *     | 7 0.007 0.00432 1.61852
         .       *| 8 0.01621 0.00375 4.32077
         .  *     | 9 0.00664 0.00784 0.84583
 *       .        | 10 -0.0148 0.00691 -2.14215

Sum of Lags -0.00942 0.00307 -3.06794  
 
ところで、NAIRUを推計する際に、上に記したような線形の推計式を用いるのは、Gordon

の一連の研究（Gordon(1970), (1975), (1977)）に端を発している。しかしながら、フィリッ
プス曲線が線形で示されなければならない道理は存在しない。事実、これまでの研究実績を
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みると、非線形型でフィリップス曲線が推計されている場合も多々ある。そこで、本稿でも

非線形型のフィリップス曲線を推計し、その結果を元に NAIRU を算出することにする。こ
こでは、Debelle and Vickery (1997)に基づき、以下の式により推計を行う。 

     π＝β(L)π-1－γ(u－uN) / u＋θ(L) imp＋ε  ・・・(7)  

(7)式は以下のように書き換えることができる。 

     π＝β(L)π-1＋γuN / u－γ＋θ(L) imp＋ε  ・・・(8) 

 －γを C1、固定 NAIRU の場合には uNが定数のため、γuNを C2とすると、(8)式は次の
ようになる。 

     π＝C1＋β(L)π-1＋C2 / u＋θ(L) imp＋ε  ・・・(9) 

 この(9)式を推計し、C2を－C1で割ることにより、NAIRUを求めることができる。ここで
も AICが最も小さくなるように、多項式ラグの長さと次数を決定する。結果として、四半期
データの場合、β(L)もθ(L)もラグ 4、次数 4 の多項式ラグを用いる。また、月次データの
場合には、線形モデルと同じようにβ(L)にはラグ 14、次数 12を、θ(L)にはラグ 10、次数
6の多項式ラグを用いる。 
 表 5は、(9)式に基づき四半期データによってフィリップス曲線を推計した結果である。C1、

C2いずれも 1％水準で有意であり、AICもフィリップス曲線が線形の場合の(6)式に比べて小
さな値となっており、モデルの当てはまりが線形の場合よりも良いことを示している。 
 また、表 6 も同様に(9)式を月次データによって分析した結果である。Ｃ1は 5％水準で、
Ｃ2は 1％水準で統計的に有意である。月次データで線形モデルを推計した表 4の結果と比較
しても、同じ非線形モデルを四半期データで推計した表 5の結果と比較しても、表 6の推計
結果では AICの値が小さくなっており、モデルの当てはまりの良さがわかる。 
 C2を－C1で割り NAIRU を求めると、四半期データの場合には、2.733611 / 0.721811＝
3.79となる。同様に月次データにより NAIRUを求めると、1.031964 / 0.284225＝3.63と
なる。四半期データを用いた場合も、月次データを用いた場合も、いずれも(6)式の線形を想
定したフィリップス曲線の場合よりも、NAIRUの値は小さな値となっている。 
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表 5 (9)式の推計結果（四半期データ） 

Variable Coefficient Std. Error t-Statistic Prob.  

C1 -0.721811 0.246044 -2.93367 0.0042
C2 2.733611 0.814908 3.354503 0.0011

R-squared 0.955301 Mean dependent var 1.798131
Adjusted R-squared 0.950125 S.D. dependent var 2.264866
S.E. of regression 0.505806 Akaike info criterion 1.580021
Sum squared resid 24.3048 Schwarz criterion 1.879778
Log likelihood -72.53113 F-statistic 184.5738

Durbin-Watson stat 1.971014 Prob(F-statistic) 0

      Lag Distribution of π-1 i Coefficient Std. Error T-Statistic

      .          *| 0 1.03459 0.09738 10.6243
     *.           | 1 -0.07963 0.12988 -0.6131
      .*          | 2 0.10944 0.12779 0.85642
 *    .           | 3 -0.48514 0.12396 -3.91379
      .  *        | 4 0.25832 0.08226 3.1405

Sum of Lags 0.83759 0.03623 23.1216

      Lag Distribution of imp i Coefficient Std. Error T-Statistic

        . *       | 0 0.00656 0.00871 0.75391
 *      .         | 1 -0.02394 0.01203 -1.9896
   *    .         | 2 -0.01713 0.01255 -1.36503
        .        *| 3 0.03288 0.01268 2.59379
    *   .         | 4 -0.01396 0.00983 -1.41925

Sum of Lags -0.01558 0.00731 -2.13198  
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表 6 (9)式の推計結果（月次データ） 

Variable Coefficient Std. Error t-Statistic Prob.  

C1 -0.284225 0.116527 -2.439142 0.0153
C2 1.031964 0.368218 2.802592 0.0054

R-squared 0.982518 Mean dependent var 2.322543
Adjusted R-squared 0.981385 S.D. dependent var 3.170582
S.E. of regression 0.43258 Akaike info criterion 1.223375
Sum squared resid 60.62876 Schwarz criterion 1.467947
Log likelihood -189.6439 F-statistic 867.1313

Durbin-Watson stat 2.004086 Prob(F-statistic) 0

      Lag Distribution of π-1 i Coefficient Std. Error T-Statistic

      .          *| 0 0.84678 0.05479 15.4543
      . *         | 1 0.08917 0.07191 1.24008
      .*          | 2 0.02354 0.06742 0.3491
      *           | 3 -0.06061 0.05738 -1.05633
      . *         | 4 0.13295 0.04957 2.68207
      *           | 5 -0.00046 0.03594 -0.01286
      *           | 6 -0.04074 0.03466 -1.17549
      *           | 7 -0.00348 0.03782 -0.09206
      *           | 8 -0.0252 0.03205 -0.7862
      .*          | 9 0.08003 0.03473 2.30434
      .*          | 10 0.00746 0.04438 0.16818
 *    .           | 11 -0.42711 0.05044 -8.46829
      .   *       | 12 0.27784 0.05727 4.85127
      *           | 13 -0.01384 0.0594 -0.233
      .*          | 14 0.05729 0.03945 1.45228

Sum of Lags 0.94362 0.01348 70.0184

      Lag Distribution of imp i Coefficient Std. Error T-Statistic

         .  *     | 0 0.00553 0.00671 0.8229
  *      .        | 1 -0.01332 0.00762 -1.74867
         *        | 2 0.00123 0.00368 0.33522
         . *      | 3 0.00474 0.00423 1.11941
       * .        | 4 -0.00401 0.00305 -1.31293
   *     .        | 5 -0.01127 0.00373 -3.02053
     *   .        | 6 -0.00694 0.00311 -2.23067
         .  *     | 7 0.00673 0.00431 1.56088
         .       *| 8 0.01609 0.00374 4.30377
         .  *     | 9 0.00691 0.00782 0.88324
 *       .        | 10 -0.01514 0.00689 -2.19781

Sum of Lags -0.00945 0.00302 -3.12866  
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４ 可変 NAIRUの推計 

4.1 HPフィルターを用いた可変 NAIRUの推計 
 次に、観測期間中に NAIRUが変動することを認める可変（Time-Varying）NAIRUにつ
いて推計を行う。ここではまず、Ball and Mankiw(2002)で用いられたホドリック・プレス
コット（HP）フィルター（以下「HPフィルター」と称する）を使い、可変 NAIRUの推定
を行うことにする。 

HP フィルターは、変数を滑らかにする手法の一つである。Hodrick and Prescott(1997)
で用いられている HPフィルターは、以下のような場合を対象としている。 

     ｙt＝gt＋ct     t＝1,…, T.  ・・・(10) 

 ｙtという系列が、成長成分であるｇtと循環成分であるｃtに分解されるとすると、HP フ
ィルターは、成長成分の２階階差の２乗の総和の動きを制約条件として、循環成分の２乗の

時系列的な総和を最小化するようにｇtの系列を導く手法である。具体的には、以下の(11)式
を最小化するように、ｇtの系列を平滑化する。 

     Σｃt2＋λΣ[(gt－gt-1)－(gt-1－gt-2)]2  ・・・(11) 

 ここで、λは成長成分であるｇtの動きにペナルティーを与える値であり、λの値が大きく

なればなるほど、ｇtの系列はより線形に近い系列となる。λ→∞の時、ｇtの系列は線形ト

レンドとなる。 
 以下では、フィリップス曲線が線形の場合、非線形の場合について可変 NAIRU の推計を
行う。初めに、フィリップス曲線が線形の場合について推計を行う。(6)式に基づき、再度供
給ショック（輸入物価指数変化率）を含めた期待修正フィリップス曲線を示すと(12)式のよ
うになる。 

     π＝β(L)π-1－γ(u－uN)＋θ(L) imp  ・・・（12） 

 πはインフレ率を、π-1は前期のインフレ率を、uは失業率を、uNは NAIRUを、impは
輸入物価指数変化率をそれぞれ示している。β(L)、θ(L)は多項式ラグであり、係数γはマ
イナスの値を取ることが予想される。 
 Δπ＝π－β(L)π-1とすると、(12)式は次のように書き換えられる。 

     uN＋θ(L) imp /γ＝u＋Δπ/γ ・・・(13)  

 (13)式の右辺は、データから算出可能であることを示している。u もΔπもデータとして
存在するため、uN＋θ(L) imp/γの系列が算出可能となることを示している。この系列は長
期トレンドを示す uN、つまり NAIRU と供給ショックに比例する短期変動分のθ(L)imp/γ
から成っているため、この系列に HPフィルターを当てはめることにより、短期変動分を取
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り除くことができる。その結果として、長期トレンドである NAIRUの推計が可能となる。 
(6)式を推計した結果、四半期データの場合には、γ＝0.193338、β(L)＝0.87115 であり、
また月次データの場合には、γ＝0.072671、β(L)＝0.95439 となるため、これらの数値を
HPフィルターによる推計に用いることにする。 
 ところで、NAIRUを推計する場合、前述した(11)式におけるλの値をどう決めるかによっ
て NAIRU の系列は異なってくる。λの値に関しては必ずしも明確なルールがあるわけでは
ないが、経験則から以下のようにλの値を用いる場合が多い。年次データの場合は、λ＝100、
四半期データの場合は、λ＝1,600、月次データの場合、λ＝14,400 である。本稿でも先例
に倣い、四半期データにはλ＝1,600を用い、月次データにはλ＝14,400を用いて分析を行
う。 
 図１は、四半期データによる HPフィルターを用いた NAIRUの推計結果である。また、
表 7 は、図 1 の元となった NAIRU に関する記述統計量を示している。NAIRU の平均値は
3.97であるが、最小値 3.00から最大値 6.44までレンジの幅がかなり大きくなっている。 

 
図 1 HPフィルターを使った NAIRUの推計（フィリップス曲線が線形の場合：四半期データ） 
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表 7 NAIRUに関する統計（フィリップス曲線が線形の場合：四半期データ） 

平均値 3.972725
中央値 3.830818
最大値 6.438077
最小値 3.004678
標準偏差 0.786324  

 
 また同様に、月次データによる HP フィルターを用いた NAIRU の推計結果が図 2、表 8
に示されている。平均値は 4.17 であるが、最大値 20.0 に引っ張られている影響がかなり強
いものと思われる。標準偏差が大きくなっているのも、最大値の影響によると考えられる。

いずれにせよ、月次データを用いた場合には NAIRU のとりうるレンジがかなり大きくなっ
ている。 

 
図 2 HPフィルターを使ったの推計（フィリップス曲線が線形の場合：月次データ） 
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表 8 NAIRUに関する統計（フィリップス曲線が線形の場合：月次データ） 

平均値 4.167751
中央値 3.711846
最大値 20.0239
最小値 2.332311
標準偏差 2.244376  

 
図 1ないし図 2に示した結果は、点推定に基づくNAIRUの軌跡を表示したものであるが、

次に NAIRUの 95％信頼区間についてみていく。点推定は得られたデータに基づき、NAIRU
の値を１点に決定する推計方法である。点推定の値が神のみぞ知る真の値に等しければ問題

はないが、必ず点推定の値が真の値に一致する保証はない。信頼区間を設けて、真の NAIRU
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の取りうる値を考察する方法は政策的観点からも重要であると考えられる。欧米の NAIRU
に関する推計結果をみると、NAIRU の区間推定の結果に大きな幅があることが確認されて

いる。例えば、1990 年代のアメリカの NAIRU の点推定値は 6%程度とされているものの、
95％信頼区間でみると、推定値の下限は 5％程度から上限は 8％程度までとなっており、
NAIRU の信頼するに足る値にかなり幅があることがわかっている。日本の場合にも、

NAIRU の区間推計の結果に大きな幅があるとすれば、政策立案の指標として NAIRU はあ
まり好ましい指標とはならないであろう。NAIRUを 3％とするのか、5％とするのかで政策
対応が大きく異なるからである。 
 図 3は、四半期データについて、点推定による NAIRUの軌跡ないし 95％信頼区間の下限
と上限を示した結果である。95％信頼区間でみていくと、NAIRU の値にかなり幅のあるこ
とが窺える。例えば、2003年第Ⅳ四半期の状況をみると、点推定で推計された NAIRUの値
は 5.06であるが、95％信頼区間の下限値が 3.52、上限値が 6.61となっている。NAIRUの
真の値は神のみぞ知りうることでわれわれにはわからないが、下が 3.52 から上は 6.61 まで
となっており、推定結果に大きな幅のあることがわかる。 

 
図 3 NAIRUの 95％信頼区間（フィリップス曲線が線形の場合：四半期データ） 
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 同様の結果は、月次データを用いた図 4についても当てはまる。標準偏差が大きい分、点
推定で求めた NAIRUの値と 95％信頼区間の下限、上限の間に大きな乖離が生じている。 
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図 4 NAIRUの 95％信頼区間（フィリップス曲線が線形の場合：月次データ） 
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続いて、フィリップス曲線が非線形の場合について、HP フィルターを用いて NAIRU の

推計を行う。(7)式を再掲すると、 

     π＝β(L)π-1－γ(u－uN)/u＋θ(L) imp＋ε  ・・・(7)  

となる。誤差項εを除き、uを両辺に掛けて整理すると、(7)式は以下のように整理すること
ができる。 

     uN＋uθ(L)imp/γ＝πu/γ－β(L)π-1u/γ＋u ・・・(14) 

 (14)式の右辺は、データから算出可能な部分であるが、線形のフィリップス曲線から導出
された(13)式とは異なり、θ(L)imp/γの項に uが混入している。供給ショックの影響に失業
率の影響が混在するため、HP フィルターを通しても失業率の影響を除去できるかどうか曖
昧である。そこで、(14)式の両辺を uで割り、以下の式に書き換える。 

     uN /u＋θ(L)imp/γ＝π/γ－β(L)π-1/γ＋1  ・・・(15) 

 (15)式の左辺は、失業率に占める NAIRU の割合と供給ショックに比例する部分で構成さ
れているため、HPフィルターを通して短期変動分であるθ(L)/γを除去し、失業率に占める
NAIRUの割合を推計することができる。uN /uの系列が推計できれば、この系列に実際の失
業率である uを掛けることによって NAIRUの値を求めることができる。 
 図 5 は、(15)式をもとに四半期データに基づいて NAIRU を推計した結果である。線形の
推計結果はかなり平滑化されていたが、非線形の場合にはフィリップス曲線が線形の場合ほ

どには滑らかな系列とはなっていない。こうした傾向は、(15)式に基づき月次データを用い
て NAIRUを推計した図 6の場合一層顕著となっている。 
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図 5 HPフィルターを使った NAIRUの推計（フィリップス曲線が非線形の場合：四半期データ） 
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図 6 HPフィルターを使った NAIRUの推計（フィリップス曲線が非線形の場合：月次データ） 
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次に、推定した NAIRUの値が、実際の失業率とどの位乖離しているのかみることにする。

図 7では、四半期データをもとに推計した線形・非線形 NAIRUと実際の失業率の動向を示
している。線形の場合も非線形の場合も、HP フィルターによって推計した NAIRU の値は
実際の失業率を大きく上回っている期間がほとんどで、実際の失業率を下回るようになった

のはこの 5年ほどの間である。 
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図 7 線形・非線形 NAIRUと失業率（四半期データ） 
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こうした傾向は、月次データに基づいて線形・非線形 NAIRU と実際の失業率の動向を示

した図 8についても当てはまる。1970年代後半から 1980年代初め、1980年代後半から 1990
年代初めについては、実際の失業率を推計した NAIRU の値が大きく上回っており、乖離の
幅が顕著となっている。 
 

図 8 線形・非線形 NAIRUと失業率（月次データ） 
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ここまで、HPフィルターを用いた可変 NAIRUの推計結果をみてきたが、HPフィルター

による推計には一つ大きな問題点がある。例えば、(13)式を再掲すると、γの値には固定
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NAIRUを推計した際の値が用いられている。 

     uN＋θ(L) imp /γ＝u＋Δπ/γ ・・・(13)  

これは、観測期間を通してγが一定であるという制約を課すことになるが、この制約はか

なり強い制約であり、本来であればγ自体が方程式の中で同時に決定されてしかるべき変数

である。こうした問題を克服するため、次に状態空間モデルを用いて可変 NAIRU の推計を
行う。 
4.2 状態空間モデル（カルマン・フィルター）による可変 NAIRUの推計 
 状態空間モデルは元々制御工学の分野で開発されたモデルであるが、近年は経済学の分野

でも広く応用されている。回帰式で推計される係数値は、通常観察期間内では固定されてお

り不変であるが、状態空間モデルを用いると、係数が変動するモデルの推計が可能となる。

また、状態空間モデルを用いると、本稿で推計を行う NAIRU のように、通常は観察できな
い値の推計も行うことが可能となる。こうした観察不可能な要因の推計例としては、（合理的）

期待、恒常所得等の推計がある。 
 まず線形フィリップス曲線を想定して、以下の式に基づき推計を行う。 

     πt＝β1πt-1＋β2(ut－utN)＋β3 imp＋εt  ・・・(16) 

     uｔN＝ut-1N＋v  ・・・(17) 

 (16)式は観測方程式 “signal” or “observation” equation）と呼ばれており、これまでにも
見てきた期待修正フィリップス曲線を示している。一方、(17)式は遷移方程式 “state” or 
“transition” equationと呼ばれており、観察できない uN、つまり NAIRUの変遷を示す式で
ある。ここでは、NAIRUがランダム・ウォークすると仮定して(17)式を設定している。ε、
v はそれぞれ観測方程式、遷移方程式の誤差項を示し、εと v の相関ないものと仮定してい
る。また、下付のｔは時間を示している。上記(16)、(17)式の方程式体系を同時推計するこ
とにより、uN、βの値を推計することができる。なお、これまでと同様に、四半期データ、

月次データを用いて推計を行う。推計期間についても、これまでの推計と同じ期間について

推計を行う。 
 ところで、(16)、(17)式の方程式体系を実際に推計するに際して、固定 NAIRU ないしは

HP フィルターによる推計の場合と同じように多項式ラグを導入して推計を行いたいのであ
るが、使用している統計パッケージでは、状態空間モデルに多項式ラグを導入して推計を行

うことができない。そこで、単純なラグを取り状態空間モデルの推計を行う。四半期データ

の場合には、π-1に 3 期、imp に 1 期それぞれラグを取って分析を行う12。具体的には、次

の方程式体系の推計を行った。 

   πt＝β1(ut-utN)+β2πt-1+β3πt-2+β4πt-3+β5πt-4+β6 imp+β7impt-1+εt ・・・(18) 
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   uｔN＝u t-1N＋vt  ・・・(19) 

 表 8は、四半期データによる推計結果である。共分散行列が不安定なため、標準誤差等の
値が示されていない。不安定な推計結果ではあるが、NAIRUについては有意となっている。
ここで推計された NAIRU の系列を、後ほどフィリップス曲線が非線形の場合と併せて示す
ことにする。 
 同様に、月次データを用いて NAIRU の推計を行ったが、どの様なパターンで推計を行っ
ても NAIRUの適当な値が得られず、また適当な値が得られても統計的に有意でなかったた
め、ここでは月次データの推計結果は示さないことにする。 
 続いて、フィリップス曲線が非線形の場合に、状態空間モデルを使って NAIRU を推計す
るとどの様な結果が生じるのかみることにする。まず、四半期データを用いて分析を行うが、

具体的には以下の式により分析を行う13。 

     πt＝β1(ut－utN)/ut＋β2π-1＋β3π-2＋β4imp＋εt ・・・(20) 

     uｔN＝ut-1N＋vt  ・・・(21) 

 

表 8 状態空間モデルによる推計結果（フィリップス曲線が線形の場合：四半期データ） 

Coefficient Std. Error z-Statistic Prob.  

β1 -0.218436    NA      NA     NA  
β2 0.992322    NA      NA     NA  
β3 -0.097637    NA      NA     NA  
β4 0.127699    NA      NA     NA  
β5 -0.169396    NA      NA     NA  
β6 0.007557    NA      NA     NA  
β7 -0.026724    NA      NA     NA  
ε -1.221115    NA      NA     NA  
V -304.0222    NA      NA     NA  

Final State Root MSE z-Statistic Prob.  

NAIRU 4.212823 0.24378 17.28126 0

Log likelihood -92.98114      Akaike info criterion 1.961176
Parameters 9      Schwarz criterion 2.190017
Diffuse priors 1     Hannan-Quinn criter. 2.053886  

 
 表 9 は、(20)、(21)方程式体系を推計した結果である。フィリップス曲線が線形で示され
た場合と同じように、共分散行列が不安定なために、標準誤差等の値が示されていない。

NAIRU の推計結果は有意であるため、先に示したフィリップス曲線が線形の場合と併せて
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推計された NAIRUの系列を示すことにする。  

 
表 9 状態空間モデルによる推計結果（フィリップス曲線が非線形の場合：四半期データ） 

Coefficient Std. Error z-Statistic Prob.  

β1 -6.41E-01    NA      NA     NA  
β2 0.974604    NA      NA     NA  
β3 -0.130623    NA      NA     NA  
β4 -0.009136    NA      NA     NA  
ε 0.974768    NA      NA     NA  
v -585.7508    NA      NA     NA  

Final State Root MSE z-Statistic Prob.  

NAIRU 3.797397 0.246544 15.4025 0

Log likelihood -210.8872      Akaike info criterion 4.092211
Parameters 6      Schwarz criterion 4.242972
Diffuse priors 1     Hannan-Quinn criter. 4.153315  

 
 図 9は、状態空間モデルによって推計された線形・非線形 NAIRUと実際の失業率の推移
を示した結果である。NAIRU の値は一貫して実際の失業率の値を上回っており、実際の失

業率が NAIRU の値を上回るのは 1999 年以降である。また、非線形 NAIRU の方が常に線
形 NAIRUの推計値を下回っていることがわかる。 

 
図 9 線形・非線形 NAIRUの推定値と失業率（四半期データ） 
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 続いて、月次データを用い、非線形 NAIRUを推計する。AIC、NAIRUの推計値の統計的
有意性などを考慮し、輸入物価変化率を除外し、ラグを用いない以下の体系で非線形 NAIRU
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の推計を行う。 

     πt＝β1(ut－utN)/ut＋β2π-1＋εt ・・・(22) 

     uｔN＝ut-1N＋vt  ・・・(23) 

 表 10 は、(22)、(23)式の方程式体系を推計した結果である。NAIRU の値も統計的に有意
であるという結果となっている。(22)、(23)式の方程式体系から求められた非線形 NAIRUの
推計値と実際の失業率の関係を示した結果が図 10 である。四半期データの場合ほどではな
いものの、NAIRUが実際の失業率を上回っている場合が多い。ただ、この 5年ほどは NAIRU
の値が実際の失業率を下回っている。 

 
表 10 状態空間モデルによる推計結果（フィリップス曲線が非線形の場合：月次データ） 

Coefficient Std. Error z-Statistic Prob.  

β1 -2.109865 0.488028 -4.323248 0
β2 0.675924 0.042113 16.05034 0
ε 0.503741 0.083524 6.031101 0
v -3.481257 0.70383 -4.946166 0

Final State Root MSE z-Statistic Prob.  

NAIRU 4.816177 0.351335 13.70821 0

Log likelihood -661.0404      Akaike info criterion 3.694669
Parameters 4      Schwarz criterion 3.737848
Diffuse priors 1      Hannan-Quinn criter. 3.711838  
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図 10 非線形 NAIRUと失業率（フィリップス曲線が非線形の場合：月次データ） 
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５ まとめ 

 3 節では、観測期間内で NAIRU が変動しないものとして固定 NAIRU の推計を行った。
固定 NAIRUの推計であるが、フィリップス曲線が線形と仮定した場合、四半期データを用
いた NAIRUの推計値は 4.08となった。同様に、月次データを用いた場合の NAIRUの推計
値は 4.01であった。また、フィリップス曲線が非線形と仮定した場合には、四半期データを
用いた NAIRU の推計値は 3.79 となり、月次データを用いた NAIRU の推計値は 3.63 であ
った。四半期データ、月次データいずれの場合においても、フィリップス曲線が非線形の方

が線形に比べて NAIRUの値が小さいという結果である。AICによってモデルの当てはまり
を比較しても、四半期データ、月次データいずれの場合においても非線形の方が線形に比べ

てモデルの当てはまりが良くなっている。こうした結果は、日本の場合、フィリップス曲線

を非線形モデルとして定式化した方がよいこと示唆している。 
 4 節では可変（Time-Varying）NAIRU の推計を行った。まず、HP フィルターを用いた
NAIRU の推計結果であるが、線形 NAIRU については、区間推定（95％信頼区間）を用い
て NAIRU の取りうる範囲を検討した。その結果、フィリップス曲線が線形の場合にも、ま
た非線形の場合にも NAIRU の取りうる値の幅（推定された上限値と下限値の乖離）が大き
いことが確認された。この結果は、NAIRU を政策の指標として活用することに疑問を投げ

かけるものである。構造的・摩擦的失業の代理指標として NAIRU を用いる場合、その値が
3％なのかもしくは 5％なのかによって政策対応は異なることが予想される。ミスマッチを解
消する政策により重点を置くのか、それとも有効需要を喚起する政策に重点を置くのかによ

り政策対応が異なるが、その政策判断のもととなる NAIRU の値が不確定である限り、正し
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い政策判断は下せないのである。 
また、推計された NAIRU の系列をみると、四半期データの場合であろうと月次データの

場合であろうと、また線形であろうと非線形であろうと、この数年については NAIRU の推
計値が実際の失業率を下回っているものの、それ以前の時期については NAIRUの値が大き
く実際の失業率の値を上回っていた。こうした結果は、NAIRU を構造的・摩擦的失業率の

代理指標として用いることに大きな疑問を投げかけるものである。 
 最後に、HP フィルターの欠陥を補うべく状態空間モデルを用いて NAIRU の推計を行っ
た。NAIRUの推計結果をみると、NAIRUの推計値は一貫して実際の失業率の値を上回って
おり、実際の失業率が NAIRU の値を上回るのは 1999 年以降である。また、月次データに
より非線形 NAIRU と線形 NAIRU の系列を比較すると、常に非線形 NAIRU の方が線形
NAIRUの推計値を下回っていた。 
以上の結果を勘案すると、NAIRU を構造的・摩擦的失業率の代理指標として利用するに

は、かなりの無理が生じるように思われる。欧米では、NAIRU を構造的・摩擦的失業率の

代理指標としてよく用いているが、日本の場合、これだけ不安定な推計結果を残している

NAIRUを用いることにはかなり無理があると言える。 
ただし、今回の推計結果にはかなり改善の余地が残っている。一つは、期待インフレの設

定の仕方である。本稿では単純に期待インフレが前期のインフレに等しいと仮定して推計を

行ったが、この期待インフレの設定の仕方で結果が大きく変わる可能性がある。また、状態

空間モデルの推計に当たっては、ソフト・パッケージの制約もあり、多項式ラグを導入する

という方法を採ることができなかった。いずれにせよ、モデル改良の余地が大きいこともあ

り、NAIRUの推計に当たっては今後さらなる検討が必要であると思われる。 
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（注）  
1  構造的・摩擦的失業という表現を用いているが、実際には構造的失業（Structural 

Unemployment）という概念の指標として NAIRU を用いている場合もある。例えば、

European Commission（2002）の分析では、明らかに構造的失業の代理指標として
NAIRU を用いている。教科書で、NAIRU を構造的・摩擦的失業の指標として定義して
いるものにゴードン（1989）がある。ただし、NAIRUではなく自然失業率を用いている。
ゴードンは失業を 3つの概念（摩擦的失業、構造的失業、循環的失業）に分類した上で、
摩擦的失業と構造的失業は自然失業率を構成すると述べている（p349）。 

2  経済学になじみのない読者のために、簡単に短期総供給曲線について触れる。基本的に
以下の説明は、スティグリッツ（2001）に基づいている。 
 図は縦軸に物価水準（P）、横軸に産出量（Y）を取っている。短期総供給曲線とは、賃
金を所与とした時に、様々な物価水準に対応して企業が生産する産出量を示す。図に示す

ように、短期総供給曲線は 3つの部分からなる。まず、曲線が水平となる部分であるが、
過剰生産能力があり、物価のわずかな上昇しかともなわずに（あるいは物価を上昇させる

ことなく）、産出量を大きく増加させることができる部分である。ここで Ysは潜在 GDP
を示しているが、潜在 GDPとは、労働者や工場・設備などの資本ストックを用いてフル
稼働で生産する産出量のことをいう。つまり、短期的に生産能力に余力が全くない産出量

水準のことである。この Ysを挟む右上がりの部分は、産出量の増加とともに物価水準が

増加していく部分である。短期的には、機械の保守を延期したり、労働者に残業させる等

して正常な生産能力を超えた水準で操業することができる。経済が正常な生産能力を超え

て生産を行っているときには、物価上昇圧力が働く。ところで、なぜ短期総供給曲線は生

産能力を超えると物価上昇圧力が働き、右上がりとなるのであろうか。この右上がりの傾

きを示す説明として、Mankiw（2002）は 3つのモデルを示している。 

(1) Sticky-Wage Model 
 このモデルは、名目賃金の下方硬直性を仮定している。例えば、賃金契約が長期に及ん

で賃金が固定されている場合、物価水準の変動に合わせて必ずしも賃金が変動しないこと

になる。そうした状況下では、物価水準が上昇した場合、実質賃金は下落し、企業はより

多くの雇用者を採用することになる。雇用者の増加は産出量の増加をもたらすため、物価

水準と産出量は右上がりの傾向を示すことになる。 

(2) Imperfect-Information Model 
 短期総供給曲線の右上がりの傾きを説明する 2つ目のモデルは、
Imperfect-Information Modelである。このモデルは、物価に関する人々の錯誤に依拠し
ている。Mankiwは農夫を例にとって説明を行っているが、経済全体の物価水準が思っ
ていた以上に上昇すると、自分の生産している小麦の価格も上昇しているものと思い込み

農夫は必至になって働く結果、産出量が増加することになる。こうした状況は、農夫の場 
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合のみならずあまねく経済全体に観察される事象であり、物価水準と産出量は右上がりの

関係を示すと説明している。 

(3) Sticky-Price Model  
 企業の価格設定行動を考えると、以下の 2点を考慮して企業が価格設定を行っている
と考えられる。まず、一般的な物価水準である。一般的な物価水準が高ければ、企業の生

産コストも高まるため、産出物の価格を高めようという動機が企業に生まれる。次に、所

得水準である。所得水準が高まるほど、企業への需要も高まることが考えられる。つまり、

企業の設定価格は、一般的な物価水準、総産出量と潜在GDPの差に依存することになる。
企業の限界コストは、生産水準が高まるほど増加するので、需要が大きいほど企業の設定

価格も高くなる。Mankiwは顧客との関係上、設定価格を容易に変更できない企業の存
在を考慮し、より一般的な状況について説明を行っているが、モデルのインプリケーショ

ンは既に述べた形で示されている。 
  短期総供給曲線に話を戻すと、短期総供給曲線の垂直な部分は、経済が資源を完全利用
しており、物価が上昇しても産出量の上昇を誘発することができない部分である。 
 上に記したように、生産能力を超えた産出量に関しては、短い期間であれば、労働者を

残業させるなどの措置は可能だと考えられるが、長期的には不可能となってくる。図の長

期供給曲線とは、賃金と価格が完全に伸縮的であり、常に労働が完全に雇用されている場

合に生産される産出量の水準を指す。短期総供給曲線の垂直部分は、労働者や機械を超過

稼働させている分、長期総供給曲線の右側に位置することになる。  

 
図 短期総供給曲線と長期総供給曲線 
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3  失業率の変化と産出量（実質 GDP）の変化率の間に観察される負の関係をオークンの
法則という。販売が停滞し産出量が減退すると、雇用者は解雇され失業率が増す。反対に、

販売が促進され産出量が増加すると、雇用者が増加し失業率が低下する。こうした失業率

の変化と産出量の変化率の間に存する負の関係を示したものがオークンの法則である。  
4  元々フィリップス曲線とは、1958年に A. W. Phillipsが発見したイギリスにおける賃
金上昇率と失業率の間に存在する負の関係をいう。その後、フィリップス曲線はいくつか

の修正を経て今日に至っている。Mankiw（2002）は、現代版（Modern）フィリップス
曲線の特徴として、次の 3点を上げている。まず、賃金上昇率の代わりに物価上昇率を
用いていること。2点目として、期待物価を導入していること。3点目として、供給ショ
ックを導入していることである。 

5  以下では、スティグリッツ（1997）に基づき、自然失業率の説明を行う。注の 4でも
説明したように、賃金上昇率と失業率の間に存在する負の関係をフィリップス曲線と呼ん

でいたが、その後政策的目的もあり、インフレ上昇率と失業率の関係に焦点が当たって行

くことになる。このインフレ上昇率と失業率の間の負の関係を示すフィリップス曲線は

1960年代まで安定した関係が見られたが、1970年代となり先進諸国はいずれも高失業率
と高インフレーションを同時に経験するに及んで、上記安定的関係は観察されなくなる。

つまり、フィリップス曲線はシフトすることになるのであるが、このフィリップス曲線の

シフトを説明するためにインフレ期待がフィリップス曲線に導入されることになる。この

期待を組み込んだフィリップス曲線のことを期待修正フィリップス曲線と呼ぶ。 
 以下どの様にフィリップス曲線が期待によってシフトするのか見ていく。経済が長期に

わたって物価が安定している状況を考える。労働者がインフレ率はゼロであると期待する

と、フィリップス曲線は図の最も左下の曲線で示される。短期的に政府が失業率をＵ0ま

で引き下げようとすると、同時にインフレ率が上昇する。インフレ率が上昇すると、期待

修正フィリップス曲線は上方へシフトし、あらゆる失業率水準においてインフレ率は上昇

する。なぜ期待修正フィリップス曲線が上方へシフトするのかというと、当初人々が抱い

ていたインフレ期待π0が時間の経過とともに実際のインフレ率π1に従って修正され、

その期待修正とともにインフレ期待がπ=π1のフィリップス曲線へと移行するからであ

る。このように政府がＵ*以下の水準に失業率を維持しようとすると、インフレ率は上昇

しつづけることになる。結局、長期で見たフィリップス曲線はＵ*を通る垂直な直線とな

る。Ｕ*は特別な失業率の水準であり、自然失業率と呼ばれている。また、失業率はＵ*の

水準に留まっている限りインフレを加速させないため、Ｕ*のことはインフレ非加速的失

業率 non-accelerating inflation rate of unemployment 略して NAIRUと呼ばれるよう
になっている。 
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図 垂直な長期フィリップス曲線 
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    （資料出所）スティグリッツ(2001), p422.  

 
6  輸入物価指数については、月次データのみ公開されている。日本銀行に問い合わせたと
ころ、例えば輸入物価指数の年次データへの変換は、特にウエートづけなどは行わず、毎

年 12月の値をもって当該年の値としているとのことであった。本稿でも、日銀が採用し
ている従来からの手法に則り、特にウエートづけは行わず、輸入物価指数の３ヶ月平均を

もって四半期データを構築した。 
7  四半期データについて推定期間を 1977年第Ⅱ四半期から 2003年第Ⅳ四半期に、また
月次データについて推定期間を 1974年 1月から 2003年 12月に定めた理由は、消費者
物価上昇率、失業率、輸入物価指数変化率の全てのデータが揃う期間を定めたことによる。 

8  小野（1989）は、本稿とは異なるモデルを用いているが、「期待インフレ率の係数=1
の推定結果にもとづいて自然失業率（あるいは摩擦的失業率）を計算しても、それを十分

信頼するわけには行かない。（p223）」として、期待インフレ率の係数に 1という制約を
置くことに疑問を呈している。 

9  uにも多項式ラグを導入して推計を行ったが、長期効果を示すラグの合計値が 5％水準
で統計的に有意ではなかった。固定 NAIRUを推計するに当たり、この係数が有意でない
ため、切片αをこの係数で割って固定 NAIRUを推計しても統計的には意味がない。その
ため、本稿では uについては多項式ラグを用いずに、通常の係数を置いて推計を実施し
た。 

10  多項式ラグを用いて推計される NAIRUは、π-1の係数を１に固定した NAIRUとは計
測技術の問題を離れても別物であるといえる。π-1の係数を１に固定した NAIRUは、文 
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字通り「国内要因によるインフレを加速させない失業率」をターゲットにしたものである。

一方、多項式ラグを用いた NAIRUは、結果として「長期的に国内要因によるインフレ率
を０にする失業率」となっている。 
 以下で多項式ラグを用いた NAIRUが長期的に「インフレ率を０にする失業率」となっ
ていることを示す。簡単のために、「表３ (6)式の推計結果」を例に説明する。 
 (6)式で失業率が NAIRUに一致する状況は、 0uα γ− = と表される。このとき、 

   1( ) ( )L L impπ β π θ ε−= + +   ・・・(1)  

となる。このπ の長期的動向を調べてみよう。 

1
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⎢ ⎥
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= ⎢ ⎥
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⎢ ⎥⎣ ⎦

B  

と置けば、(1)は次のようになる。 
   1t t t t−= + +Y BY X V  

期待値を E( )で表すことにすれば、次のようになる。 
   1E( ) E( ) E( )t t t−= +Y B Y X  

t=0の時点からからこの漸化式を累積して、次のようになる。 

   0E( ) E( )t
t t= +Y B Y C   ・・・(2)   

ただし、 

   1 0
0

E( ) E( ) E( ) E( )
t

t i
t t t t i

i
− −

=

= + + + = ∑C X B X B X B XL   ・・・(3)  

である。 

 さて、(2)の右辺に現れる 0E( )tB Y は、国内要因によるインフレ率であり、 tC は、輸入
物価要因によるインフレ率である。 
 実際に計算してみると、行列 B の固有値は、絶対値においてすべて 1 を下回っている
ことが確かめられる。したがって、 lim t

t→∞
=B 0であるから、  
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   lim E( )t

t→∞
=B Y 0     ・・・(4)   

となる。これは、国内要因によるインフレ率が長期的に 0に収束することを示している。 
11  AIC（Akaike Information Criterion）は、モデルの適合度を示す指標である。モデル
の対数尤度を LL、定数項を含む説明変数の数を k、サンプル・サイズを nとすると、AIC
は以下の式で示される（ただし、AICの設定方法は、使用するソフトによって微妙に異
なっている。）。 

   AIC=－2LL/n+2k/n  

12  π-1に 3期、impに 1期ラグを取った理由は、それ以外のラグの組み合わせでは、推
計した NAIRUの値が発散してしまい、常識の範囲に NAIRUの値が収束しなかったため
である。 

13  非線形 NAIRUの推計に当たり、期待物価上昇率のラグを１期とり、また輸入物価指数
変化率のラグをとらなかった理由は、これ以外のラグの組み合わせでは NAIRUの値が常
識の範囲内に収まらなかったからである。 
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